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第１章  戦略策定について 

I． 戦略策定の趣旨 

本県の「青森県基本計画未来を変える挑戦」（計画期間：平成 26 年度～平成 30 年

度）では、「強みをとことん、課題をチャンスに」を基本コンセプトに、2030 年の青

森県のめざす姿を実現するための成長戦略を提示している。この中で、県民一人ひと

りの経済的基盤の確立（「生業（なりわい）」づくり）を実現するため、重点的に取り

組むべき産業・雇用分野として、ライフ（医療・健康・福祉）分野を位置付けている。  

さらに、平成 27 年８月に策定された  「まち・ひと・しごと創生青森県長期人口ビ

ジョン」及び「まち・ひと・しごと創生青森県総合戦略」（計画期間：平成 27 年度－

平成 31 年度）においても、「人口減少などに対応したライフ分野の成長産業創出」を

重点政策の一つに位置付けている。  

 

ライフ分野は、成長産業としてのポテンシャルが高く、社会的意義も有しており、

本県の地域特性、強みを最大限生かすことで、域外からの外貨獲得や高い雇用創出効

果が期待される分野である。  

このため、本県では、ライフ産業を次世代における本県の経済成長を牽引する産業

の重要な柱と位置付け、平成 23 年 11 月に「青森ライフイノベーション戦略」を策定

し、2020 年を目標年次とした前半５年間（平成 23 年度－平成 27 年度）のファースト

ステージについて、アクションプランを定め、ライフ分野の振興を図ってきた。  

本戦略は、ファーストステージの成果と課題、さらにライフ分野の最新の潮流を踏

まえ、後半５年間（平成 28 年度－平成 32 年度）のセカンドステージについて、アク

ションプランを取りまとめたものである。  

 

II． 実施期間 

戦略の実施期間は、平成 28 年度から平成 32 年度までの５年間とする。  



 2

（参考）  

図表 1 「青森県基本計画未来を変える挑戦」における本県の目指す姿 

 

（出所）青森県「青森県基本計画未来を変える挑戦」．  

 

 

図表 2 本県における総人口の将来展望 

 
（出所）青森県「まち・ひとしご創生長期人口ビジョン」、平成 27 年８月．  
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図表 3 「まち・ひと・しごと創生青森県総合戦略」の政策パッケージにおける 

 ライフ分野の位置づけ 

 

【政策パッケージ】 

 

■政策分野１ 強みをとことん、魅力あふれるしごとづくり 

■政策分野２ 人財きらめく、住んでよしの青森県 

■政策分野３ 地域でかなえる、子ども・未来の希望 

■政策分野４ 課題をチャンスに、めざせ健康長寿県 

 

■政策分野１ 強みをとことん、魅力あふれるしごとづくり 

 

（２）人口減少などに対応したライフ（医療・健康・福祉）分野の成長産業創出 

 

○現状と課題 

人口減少や少子化、高齢化、生活習慣病の増加などを背景に、ライフ（医療・健康・

福祉）分野での課題解決を求める声が全国的に高まる中、本県では「青森ライフイノベ

ーション戦略」に基づき医工連携や健康・医療関連サービスの創出、プロテオグリカン

関連製品の開発などに取り組んできた結果、平成25年の医療機器生産額が約444億円で

全国第12位、東北第２位になるなど、本県のライフ産業は着実に成長してきました。一

方、地元企業の参入や製品・サービスの開発などが課題となっています。 

 

○今後の方向性 

医工連携や大手企業等との連携、ライフ分野での製品・サービスの開発を促進すると

ともに、これらを担う人財の育成を進めることにより、県内におけるライフ産業のクラ

スター形成とヘルスケアサービスのビジネスモデルの創出・育成、地域課題解決支援型

のライフ関連サービス産業の創出につなげます。 

 

○主な個別施策 

 

①地域資源を活用したライフ分野に係る新産業の創出・育成 

・医工連携の 推進 によるものづくり産業創出 

・地域課題の解決につながる健康医療関連サービス産業創出 

・健康食品や美容関連製の開発販売促進 

 

②生活関連サービス産業の創出・拡大 

・子育て関連産業における事拡大や新創出の推進 

・福祉関連サービス産業における事拡大や新創出の推進 

・高齢者の見守りなど県民安心を支える産業創出拡大 

・地域コミュニティ機能の強化などによる新た形生活拠点創出 ・地域コミュニティ機

能の強化などによる新た形生活拠点創出 ・地域コミュニティ機能の強化などによる新

た形生活拠点創出 ・地域コミュニティ機能の強化などによる新た形生活拠点創出 ・地

域コミュニティ機能の強化などによる新た形生活拠点創出 ・地域コミュニティ機能の

強化などによる新た形生活拠点創出の推進。 

 

（出所）青森県「まち・ひと・しごと創生青森県総合戦略」、平成 27 年８月．  
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第２章 ライフ（医療・健康・福祉）分野の現状 

ライフ分野の現状として、ライフ分野の市場動向、ライフ分野を取り巻く環境の変

化、他県における特徴的な取組、県内のライフ分野の動向についてふれる。  

 

I． ライフ分野の動向 

1. ライフ分野の市場動向 

(1) 高齢化の動向 

平成 25（2013）年度の社会保障費用をみると、社会支出は 114 兆 1,356 億円、社会

保障給付費は 110 兆 6,566 億円となり、いずれも過去最高を更新している。  

少子・高齢化の進展により、社会保障給付費は、初の 110 兆円台となり、部門別に

みると、年金が 54 兆 6,085 億円（対前年比 1.2％増）と最も多く、医療が 35 兆 3,548

億円（同 2.1%増）、介護や生活保護、子育てなどの「福祉・その他」が 20 兆 6,933 億

円（同 1.5%増）となっている。  

図表 4 社会保障給付費の部門別推移 
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（出所）国立社会保障・人口問題研究所「平成 25 年度 社会保障費用統計」、平成 27 年 10 月．  
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また、平成 25（2013）年度の国民医療費は、40 兆 610 億円（前年度比 2.2％増）と

初の 40 兆円台となり、過去最高を更新した。人口一人当たりの国民医療費も 31 万 4,700

円（同 2.3％増）となり、我が国における医療費の抑制は喫緊の課題となっている。  

 

図表 5 国民医療費の推移 
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（出所）厚生労働省「平成 25 年度  国民医療費の概況」、平成 27 年 10 月．  

 



 6

要介護（要支援）認定者数をみると、介護保険制度が始まった平成 12（2000）年度

の 256 万人から平成 25（2014）年度の 584 万人（26 年３月末現在）まで増加している。

また、サービス受給者数（１ヶ月平均）についても、平成 12（2000）年度の 184 万人

から平成 25（2014）年度の 482 万人まで増加しており、高齢化に伴う介護ニーズがさ

らに高まっている状況にある。  

 

図表 6 要介護 （要支援）認定者数の推移  
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（出所）厚生労働省「介護保険事業状況報告」  

図表 7 介護保険 サービス受給者数の推移  
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（出所）厚生労働省「介護保険事業状況報告」  
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在宅医療を受けた推計外来患者数の年次推移をみると、平成 17 年以降、「訪問医療」

1が増加傾向にあり、平成 26 年には約 11 万 5 千人に上っており、在宅医療が大幅に増

加していることがわかる。  

 

図表 8 在宅医療を受けた推計外来患者数の年次推移 
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（注）平成 23 年は、宮城県の石巻医療圏、気仙沼医療圏及び福島県を除いた数値である。  

（出所）厚生労働省「平成 26 年（2014）患者調査の概況」  

 

                                                 
1「訪問診療」とは、医科においては、居宅において療養を行っている患者であって、通院が困難な者

に対して、その同意を得て計画的な医学管理の下に、定期的に医師が訪問して診療を行うものをいい、

歯科においては、歯科医師が患家に赴いて診療を行うものをいう。  
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(2) 医療機器の生産額等の推移 

医療機器の世界市場は、平成 19 年（2007 年）の約 1,949 億ドルから平成 29 年（2017

年）に約 4,344 億ドルにまで拡大すると予測されている2。  

一方、国内の医療機器の生産金額をみると、平成 18 年（2006 年）以降、平成 25 年

（2013 年）まで、１兆 5,000 億円～２兆円の間で安定的に推移しており、景気変動の

影響を受けにくい産業と考えられる。なお、輸出入金額の推移をみると、輸入金額が

輸出金額を上回る「輸入超過」の状況が続き、差引金額も大きくなる傾向にあり、海

外医療機器産業の競争力が高い状況にある。  

図表 9 国内における医療機器生産額の推移  
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（出所）厚生労働省「薬事工業生産動態統計年報」  

図表 10 国内における医療機器の輸入・輸出金額及び差引額（輸出-輸入金額）の推移  
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（出所）厚生労働省「薬事工業生産動態統計年報」  

                                                 
2 “Worldwide Medical Market Forecasts to 2017” 
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(3) ヘルスケアサービス等の新産業の創出 

健康産業の市場規模は、平成 32 年（2020 年）に市場規模 10 兆円、雇用 130 万人の

創出が見込まれている。今後、グレーゾーン解消・地域の事業環境整備、企業・健康

保険組合の取組促進による需要創出、運動指導サービス等の品質保証による施策パッ

ケージによって、運動、栄養、保健等のヘルスケアサービス、さらには農業や食等を

連動させた新たな産業の創出が期待される。  

 

図表 11 健康産業創出に関する施策パッケージ 

 

（出所）経済産業省「次世代ヘルスケア産業協議会：中間とりまとめの概要」、平 26 年 6 月 5 日．  

 

図表 12 地域経済における予防・健康管理サービスの役割 

 

（出所）経済産業省「次世代ヘルスケア産業協議会：中間とりまとめの概要」、平成 26 年 6 月 5 日．  
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2. ライフ分野を取り巻く環境の変化 

 

(1) 「医薬品医療機器等法」の施行 

平成 26 年 11 月に薬事法が改正され、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全

性の確保等に関する法律（以下、医薬品医療機器等法）」として施行された。同法では、

医薬品、医療機器等の安全かつ迅速な提供の確保に向け、医薬品、医療機器等に係る

安全対策の強化や医療機器の特性を踏まえた規制の構築等の改正がなされている。  

特に、医療機器の特性を踏まえた規制の構築に関する改正により、医療機器の製造

業許可制から登録制へ簡素化されたことで、本県における県内企業の医工連携分野へ

の参入が容易になる可能性がある。また、診断等に用いる単体プログラムに関する改

正により、県内のハードだけでなく、ソフトウエア関連企業の事業機会につながる可

能性も高まった。  

図表 13 薬事法等の一部を改正する法律の概要  

Ⅰ．法律の概要  
１ 医薬品、医療機器等に係る安全対策の強化  
(1) 薬事法の目的に、保健衛生上の危害の発生・拡大防止のため必要な規制を行うことを

明示する。   
(2) 医薬品等の品質、有効性及び安全性の確保等に係る責務を関係者に課す。  
(3) 医薬品等の製造販売業者は、最新の知見に基づき添付文書を作成し、厚生労働大臣に

届け出るものとする。   
 
２ 医療機器の特性を踏まえた規制の構築  
(1) 医療機器の製造販売業・製造業について、医薬品等と章を区分して規定する。  
(2) 医療機器の民間の第三者機関による認証制度を、基準を定めて高度管理医療機器にも

拡大する。   
(3) 診断等に用いる単体プログラムについて、医療機器として製造販売の承認・認証等の

対象とする。  
(4) 医療機器の製造業について、許可制から登録制に簡素化する。  
(5) 医療機器の製造・品質管理方法の基準適合性調査について、合理化を図る。  
 
３ 再生医療等製品の特性を踏まえた規制の構築  
(1) 「再生医療等製品」を新たに定義するとともに、その特性を踏まえた安全対策等の規

制を設ける。  
(2) 均質でない再生医療等製品について、有効性が推定され、安全性が認められれば、特

別に早期に、 条件及び期限を付して製造販売承認を与えることを可能とする。  
 
４ その他  

薬事法の題名を「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」

に改めるほか、 所要の改正を行う。  
 
Ⅱ．施行期日  

平成 26 年 11 月 25 日（公布日：平成 25 年 11 月 27 日）  

（出所）厚生労働省「薬事法等の一部を改正する法律 改正法の概要」．  
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(2) 「機能性表示食品」制度の開始 

これまで、機能性を表示することができる食品は、国が個別に許可した「特定保健

用食品（通称：トクホ）」と国の規格基準に適合した「栄養機能食品」のみであったが、

平成 27年 4月から、機能性を分かりやすく表示した食品の選択の幅を増やすために「機

能性表示食品」制度が始まった。  

機能性表示食品は、事業者の責任で、科学的根拠を基に商品パッケージに機能性を

表示するものとして、消費者庁に届け出られた食品である。平成 28 年 1 月 14 日時点

で、申請の受理件数は 187 件3であり、ヘルスケア関連企業が、今後、健康寿命延伸に

向け、さらに商品開発・販売を増やす可能性がある。  

本県においては、既に県内企業によるプロテオグリカン（以下「ＰＧ」という）等

の機能性素材を活かした関連商品の製造・販売が進んでいるが、これを契機に機能性

を生かしたさらなる市場拡大が見込まれる。  

 

図表 14 機能性が表示されている食品等の概要  

 
（出所）消費者庁「機能性表示食品に関する情報」．  

 

 

 

 

 

                                                 
3 消費者庁 http://www.caa.go.jp/foods/index23.html 



 12

図表 15 機能性表示食品の届出（例）  

 

（出所）消費者庁「機能性表示食品って何？」．  
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(3)  ヘルスケア産業における新たな動き 

健康寿命延伸分野の市場創出及び産業育成は、国民の QOL（生活の豊かさ）の向上、

国民医療費の抑制、雇用拡大及び我が国経済の成長に資すると考えられる。  

こうした中、平成 25 年 12 月、経済産業省を中心に「次世代ヘルスケア産業協議会」

が設置された。健康寿命延伸分野における民間の様々な製品やサービスの実態・課題

を踏まえ、産学官が一体となって実効的な対応策を検討している。  

同協議会では、公的保険外のサービスを含めた新たなヘルスケア産業により、健康

長寿社会を目指すとしており、平成 27 年５月に「アクションプラン 2015」をとりま

とめている。  

「アクションプラン 2015」では、これまでの医療・介護（公的保険内）サービスに

加えて、新たな時代に創出される潜在的な健康需要を満たす「次世代ヘルスケア産業」

を創出することが必要であり、地域におけるヘルスケア産業の育成によって、  ①医

療分野（企業・保険者による健康経営の推進）、  ②介護分野（介護システムの充実・

効率化）、③地方創生（食・農や観光等の地域資源の活用）にも貢献するとしている。

また、地域ヘルスケアビジネス・イノベーション・ハイウェイ構想を示し、地域にお

ける事業化や社会実装を強く意識している。  

本県においても、企業等による健康経営の推進が加速するとともに、ＩＴ企業をは

じめ、食・農分野も含めた新たなヘルスケアサービス分野への県内企業の参入の可能

性が高まると考えられる。  

図表 16 目指すべき健康長寿社会像－新たなヘルスケア産業により実現－ 

 

 

（出所）経済産業省「次世代ヘルスケア産業協議会（第 1 回）」、平成 25 年 12 月 24 日．  
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図表 17 次世代ヘルスケア産業協議会 「アクションプラン 2015」 

 

（出所）経済産業省「次世代ヘルスケア産業協議会（第 4 回）」、平成 27 年 5 月 18 日．  

 

図表 18 地域ヘルスケアビジネス・イノベーション・ハイウェイ構想 

 

（出所）経済産業省「次世代ヘルスケア産業協議会（第 4 回）」、平成 27 年 5 月 18 日．  
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(4) 国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）の設立 

平成 27 年 4 月に、国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）が設立され、

医療分野の研究開発における基礎から実用化までの一貫した研究開発の推進・成果の

円滑な実用化及び医療分野の研究開発のための環境の整備を行っている。  

また、医療分野の研究開発に関する予算を集約し、連携分野毎にプログラムディレ

クターによる研究マネジメントを行うとともに、知的財産に関する専門家、臨床研究

や治験をサポートする専門スタッフ等の専門人材による研究支援も進めている。  

同機構の設立によって、ライフ分野の研究開発シーズやニーズ等の情報集約、ワン

ストップ化が図られるとともに、専門人材による支援が充実することでライフイノベ

ーションが加速すると考えられる。  
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3. 他県における特徴的な取組 

 

(1) 山形県鶴岡市におけるバイオクラスター形成 

山形県鶴岡市に 2001 年に設立された慶應義塾大学先端生命科学研究所（Institute for 

Advanced Biosciences：IAB）は、最先端のバイオテクノロジーを用いて生体や微生物

の細胞活動を網羅的に計測・分析し、コンピュータで解析・シミュレートして医療や

食品発酵などの分野に応用するなど、ＩＴを駆使した「統合システムバイオロジー」

という新たな生命科学のパイオニア的研究拠点として、世界中から注目されている。  

同拠点では、山形県と鶴岡市、企業が一体で最先端バイオ研究を核とした産業クラ

スターの形成を目指しており、少数名で構成される「鶴岡バイオ戦略懇談会」を牽引

役として、地域との連携や大学発ベンチャー等の起業促進につなげてきた。  

その結果、地域が一体となって慶応大学 IAB の研究開発活動を支え、メタボローム

の解析事業等を手がけるヒューマン・メタボローム・テクノロジーズ株式会社

（HMT）、クモ糸新素材で注目を浴びた株式会社スパイバー等のベンチャーが生まれ

ている。なお、スパイバーは、大手自動車部品関連メーカーなど域外の企業の協力を

得ながら、大企業とベンチャー企業の連携による事業化の道筋を立てたことも評価さ

れている。  

このように、鶴岡では、産学官が一体となり、長期かつ一貫性のある連携をするこ

とで、技術と人材が蓄積し、若者を含めた新規雇用が創出されている。今後、鶴岡の

地域エコシステムの構築条件を一般化すれば、他地域にも適用可能なモデルとなり得

る4と評価されている。  

 

                                                 
4 山形県鶴岡市の取組については、以下の参考文献等を参照。  
・西澤昭夫『大学発ベンチャー成功の条件~「鶴岡の奇蹟」と地域 Eco-System～』 

（http://www.independents.jp/article/item001043?back=list7）  
・宮田満「鶴岡バイオ戦略懇談会とはなんだったのか？」  

（http://www.independents.jp/article/item001053?back=list2）  
・高橋健彦（2013）「地方から世界水準のイノベーション～慶應大先端生命科学研究所とスパイバー社

の挑戦～」、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング季刊『政策・経営研究』、2013 Vol.3 地方から世界

水準のイノベーション． （http://www.murc.jp/thinktank/rc/quarterly/quarterly_detail/201303_81/） 
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(2) 岩手県における医療機器関連産業の創出5 

いくつかの県で医工連携を中心にした取組が進められており、例えば、岩手県では、

医療機器関連産業に関する戦略として、平成 22 年３月に「岩手県医療機器関連産業創

出戦略」を策定し、医療機器関連産業の創出に取り組んでいる。  

平成 27 年 6 月に策定された第２期の戦略では、県内のものづくり技術による医療機

器関連産業への進出を目指し、①医療機器開発、②ＯＥＭ受託、③部材・加工技術提

供、④医療関連機器開発の４つの基本戦略を掲げている。  

 

(3) 香川大学における「希少糖」の事業化 

香川県では、香川大学の希少糖という独自の技術シーズを活かし、それらの実用化・

事業化につなげている。当初、香川大学の研究者は、県外企業と連携をしていたが、

国によるクラスター形成事業や補助・助成事業等を最大限活用し、県内企業の取り込

みと県外企業とのさらなる連携を深化させることで、事業化を加速させている。 

このように、大学と県内外企業との連携による相乗効果によって、地域発のイノベ

ーションを連鎖的に創出する価値連鎖が生まれていると考えられる6。 

 

(4) 奈良県立医科大学の「医学を基礎とするまちづくり（MBT）」構想 

奈良県立医科大学では、産学官が一体となって、医学を基礎とするまちづくり

（Medicine-Based Town：MBT）という構想を推進している。こうした中、医学を基礎

とする工学（Medicine-Based Engineering：MBE）や住居医学等の新たな概念を提示す

るとともに、MBT コンソーシアムも立ち上がり、地域と一体となった事業化・産業

化を進めている。 

 

 

 

 

4.  県内のライフ分野の動向 

(1) 平均・健康寿命の状況 

本県は、日本で最も多くの医療課題を抱えた高齢化先進地域の一つである。県の平

                                                 
5 岩手県商工労働部「岩手県医療機器関連産業創出戦略 第２期～ものづくり技術による医療機器関

連産業への進出を目指して～」、平成 27 年６月．  
https://www.pref.iwate.jp/dbps_data/_material_/_files/000/000/036/589/2kisennryaku.pdf 
岩手県商工労働部「岩手県医療機器関連産業創出戦略～ものづくり技術による医療機器関連産業への

進出を目指して～」、平成 22 年３月  
http://www.pref.iwate.jp/dbps_data/_material_/_files/000/000/004/309/senryaku.pdf 

6 野澤一博「地域大学発技術シーズの実用化プロセスに関する調査研究」、文部科学省科学技術・学術

政策研究所 DISCUSSION PAPER No.112、2015 年 2 月．  
(http://data.nistep.go.jp/dspace/bitstream/11035/3016/5/NISTEP-DP112-FullJ.pdf) 
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均寿命は、男女共に全国最下位で「日本一の短命県」である。また、高齢者だけでな

く、小児肥満も問題となっており、ほとんどの年代層で短命である。  

例えば、長寿日本一の長野県と比較をすると、喫煙率の高さや飲酒量の多さ、医師

不足等の要因もあり、加齢性疾患および生活習慣病により県民の寿命を大きく損なっ

ている状況にある。  

図表 19 平均寿命の推移と都道府県ランキング  

〔男 性〕 〔女 性〕

昭和40 昭和60 平成12 平成17 平成22 昭和40 昭和60 平成12 平成17 平成22

1. 東京
69.8歳

沖縄
76.3

⻑野
78.9

⻑野
79.8

⻑野
80.9

東京
74.7

沖縄
83.7

沖縄
86.0

沖縄
86.9

⻑野
87.2

…

44. 岩手
65.9

⻑崎、⿅児島
74.1

佐賀
77.0

高知
77.9

福島
78.8

⻘森
71.8

栃木
80.0

茨城
84.2

大阪
85.2

茨城
85.8

45. 秋田
65.4

高知
74.0

高知
76.9

岩手
77.8

岩手
78.5

岩手
71.6

茨城
80.0

栃木
84.0

秋田
85.2

和歌山
85.7

46. ⻘森
65.3

大阪
74.0

秋田
76.8

秋田
77.4

秋田
78.2

秋田
71.2

⻘森
79.9

大阪
84.0

栃木
85.0

栃木
85.7

47. ⻘森
73.1

⻘森
75.7

⻘森
76.3

⻘森
77.3

大阪
79.8

⻘森
83.7

⻘森
84.8

⻘森
85.3

 

（出所）厚生労働省「平成 22 年都道府県別生命表の概況」．  

 

図表 20 年齢別肥満傾向児の出現率（青森県、全国） 

 

（出所）文部科学省「平成 26 年 学校保健統計調査」．  

（％） 
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図表 21 “短命・青森県”と“長寿・長野県”の健康関連指標の比較  

男性 ⼥性 男性 ⼥性
平均寿命（平成22年） 1 1 47 47

喫煙率（平成22年） 14 10 47 46

多量飲酒者率（平成13年） 5 15 47 40

肥満者率（平成16年） 11 9 44 46

⾷塩摂取量（平成19年） 31 35 45 37

胃がん検診受診率（平成22年） 8 10 18 16

健診受診率（平成22年） 9 7 39 31

スポーツする⼈の割合（平成23年）

保健師数（⼈⼝当り）（平成22年）

医師数（⼈⼝当り）（平成22年）

県⺠所得（1⼈当り）（平成22年）

33 42

20 38

⻑野県 ⻘森県

9 47

2 30

 
（出所）弘前大学 COI プロジェクト説明資料  

（原典）厚生労働省「平成 22 年都道府県別生命表の概況」、「平成 13・22 年国民生活基礎調査」、「平成

22 年医師・歯科医師・薬剤師調査」、「平成 22 年度衛生行政報告例」、社会保険庁「政府管掌健康保険

生活習慣病予防健診受診者におけるメタボリックシンドロームリスク保有者について」、総務省統計局

「平成 23 年社会生活基本調査」、内閣府「平成 21 年度県民経済計算」、「平成 19 年度厚生科学研究費補

助金（循環器疾患等生活習慣病対策総合研究事業）都道府県等の生活習慣病リスク因子の格差及び経年

モニタリング手法に関する検討 国民健康・栄養調査を活用した健康及び栄養水準に係る都道府県別ベ

ンチマーク指標の検討（資料集）」．  
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(2) 医療資源の分布状況 

県内の医療資源の分布状況を２次保健医療圏みると、津軽地域、八戸地域、青森地

域に比べ、西北五地域、上十三地域、下北地域では、病院（一般病床数）の人口 10

万人あたりの水準等が低い状況にある。  

図表 22 青森県の保健医療圏別の医療資源の分布状況 

（平成25年10月1日現在）

施設数 病床数

県総数 101 17,916 896 3,169 556 787 13,682 1,025 21,085 1,579 237

津軽地域 24 4,463 237 979 142 994 3,933 1,323 5,442 1,831 329

八戸地域 27 4,566 196 572 131 805 3,216 979 5,138 1,564 174

青森地域 24 4,893 245 981 145 872 3,746 1,181 5,874 1,852 309

西北五地域 9 1,449 81 170 45 467 810 590 1,619 1,180 124

上十三地域 13 1,913 91 354 70 590 1,410 787 2,267 1,266 198

下北地域 4 632 46 113 23 589 567 736 745 967 147

率（人口10万
対）

病床数
率（人口
10万対）

病床数
率（人口
10万対）

率（人口
10万対）

施設数 病床数 施設数

病院（一般病床数）
+　一般診療所病床
数

病院（総数）　+　一般
診療所病床数

一般診療
所病床数

計

県・保健医療圏

病院
一般診療所

歯科診療
所

病院（一般病
床数）

計

 

（出所）青森県  

図表 23 青森県の２次保健医療圏 7 

 

（出所）青森県  

                                                 
7 簡単な処置で済む、通院できる程度の疾病に対する一次保健医療、専門的な手術など高度・特殊な

医療を行う三次保健医療に対し、一般的な入院が必要な医療を行うのが二次保健医療。  
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(3) 健康経営の高まり 

県内の自治体（市町村）では、日本一の短命県の返上に向け、産学官が一体となっ

た取組を推進している。例えば、県内の多くの自治体は、「健康都市宣言」をし、エ

リアと人口割合で８割をカバーしている。  

また、県内企業においても地方銀行や地域の大手流通業等において、健康経営への

意識が高まっている。  

図表 24 青森県内の健康都市宣言マップ  

※さらに拡大し、全40市町村の8割にあたる32市町村をカバー
⻘森市 「元気都市あおもり健康づくり推進計画」
弘前市 「弘前市健康増進計画」、「健康ひろさき21」
⼋⼾市 「健康都市宣言」
十和田市「健康都市宣言」
三沢市 「三沢市健康都市宣言」
むつ市 「健康宣言」、「健康むつ21」
平川市 「第2次健康ひらかわ21」
五所川原市「五所川原市健康増進計画」
つがる市 「第2次健康つがる21」
鰺ヶ沢町「健康宣言」
深浦町 「健康のまちづくり宣言」
南部町 健康増進計画「すこやか南部２１」
田子町 「健康たっこ２１」
藤崎町 「ふじさき⾷育プラン」、健康講座「わくわく講座」
今別町 「今別町⾷育推進計画」
鶴田町 「鶴の⾥ 健康⻑寿の町」宣言、「朝ごはん条例」
階上町 「健康はしかみ21」、「階上町⾷育推進基本計画」
六⼾町 「みんなの六⼾２０２０プラン」、「六⼾町⾷育推進計画」
⻄目屋村「健康宣言」
東通村 「健康ひがしどおり２１」
⿊⽯市 「健康都市宣言」
大間町 「下北地域健康宣言」、 「健康宣言」
大鰐町 「健康⻑寿宣言」
田舎館村「健康宣言」
おいらせ町
蓬田村 など
(計32市町村)

学校：中弘南地区教育委員会（弘前市、⿊⽯市、
平川市、田舎館村、藤崎町、大鰐町、⻄目屋村）

企業：みちのく銀⾏「健康経営宣言」 ⻘森銀⾏「あおぎん健康宣言」
東北化学薬品 株式会社シバタ医理科（健康講習会の開催）
北星交通（2015年3月予定）

⻘森県医師会「健康寿命アップ宣言」
⻘森県栄養⼠会 「健康づくり応援宣言」

 
（出所）青森県  

図表 25 県内における官民における健康意識の高まり 

【金融商品 ながいきエール】

職員の健康づくりをサポート

健康宣言自治体・企業

青森市・弘前市・鰺ヶ沢町・深浦町
弘果・東北化学薬品・北星交通

【健康づくり応援店】 【ひろさき健やか力企業認定】

新鮮で安全・安心な旬の県産食
材を活かした健康的な食事をつく
る人を育成
（飲食店・スーパー・お総菜店等）

【あおもり食命人】

健康づくり・がん対策の推進に主体的に取り
組む意思を有する企業・団体と協定を締結

【健やか力向上企業等連携協定】

「イオンモールつがる柏」を活用したウォーキ
ングプログラムに健康ポイントを導入

【つがる健康ポイント】

健康づくり企業への金利優遇

【健康経営言】

健康に役立つ食を提供する認定 積極的に健康づくりを推進する企業を認定

青森銀行 みちのく銀行

イオングループ

 

（出所）青森県  
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II． ファーストステージの評価 

1. 総合的目標及び基本的目標 

ライフイノベーション戦略のファーストステージは、青森県の次世代のライフ産業

振興戦略の基本的方向性を示すものとして平成 23 年 11 月に策定されており、長期的

な産業の成長を見据え、目標年次を 2020 年に設定した上で、戦略の実行期間を 5 年

間としている。 

2020 年の総合的目標は「ライフ産業の企業、医療機関、大学、行政が互いにの領域

の壁にとらわれずにクロス領域において融合することで独自性の高い事業を生み出し、

青森県の持続的な経済成長を支える「次の基幹産業」をつくることである。これによ

り、「国内初の総合ライフクラスター」として、他の地域の企業や人材を惹きつける求

心力を持つとともに、クラスター形成を通じて地域の健康・医療・介護分野における

課題解決の支援がされることにより青森県民の健康で豊かな生活が実現し、生活の

質・幸福度が向上することを狙う」と定めており、ライフイノベーションによる健康

で豊かな生活の実現を目指している。 

さらに、総合的目標を４つの基本的目標に分け、総合的目標の達成に向けて取り組

むべき方向性を示している。 

 

＜基本的目標＞ 

①基幹産業化 

・ライフ産業が青森県の基幹産業として成長の柱になっており、雇用が創出されて

いる。 

（目標水準）全産業に占めるライフ産業のウエイトを高め、新規雇用にも貢献する。  

②新規ビジネス創出 

・ライフ産業のクロス領域において革新的な製品・サービスを提供するベンチャー

企業群（新規ビジネス創出を含む。）が生まれている。 

（目標水準）2020 年までにライフ産業のベンチャー企業を 5~10 件創出する。2020

年までにライフ産業の新規事業分野参入を 50 件創出する。 

③ブランド確立 

・「総合ライフクラスター」「ライフ分野のテストのための最高立地」などの青森県

のライフ分野におけるブランドイメージが確立・普及し、他の産業クラスターの

企業や人材を惹きつける求心力を持っている。 

（目標水準）2020 年までにライフ産業の関連企業を 10 社以上立地させる。 

④県民の生活の質・幸福度の向上 

・クラスター形成により地域の課題解決が支援され青森県民の GNH(幸福度)が高ま

っている。 

・県におけるＱＯＬ（生活の質）を再定義し、新たなライフスタイルが生み出され

ている。 
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（目標水準）上記目標達成を通じて、県民の QOL（生活の質）や GNH(幸福度)と

いった経済的側面以外での効果創出にも努力する。 

 

図表 26 ファーストステージの概要  

戦略の実行期間 平成２３（2011）年度～平成２７（2015）年度

目標設定 平成３２（2020）年

目指すべき姿
（基本目標）

ライフイノベーションで健康で豊かな生活の実現

■ライフ分野が経済成長を牽引する次世代基幹産業に
■国内初の総合ライフクラスターとしてのブランド確立
■県民のＱＯＬ（生活の質）・ＧＮＨ（幸福度）向上貢献

戦略実現に向けた
重点戦略プロジェクト

① 医工連携 ② サービス ③ プロダクト

■医療現場とものづくり現場の徹底した連携の推進
■健康寿命アップなど課題解決支援型新医療生活産業創出
■女性視点重視した全国区ライフ系スーパープロダクトの開発

総合目標

具体的
目標

重点分野

戦略分野別
重点戦略プ
ロジェクト

 

図表 27 ファーストステージの総合的目標等  

 

2. ファーストステージにおける主な取組 

ライフイノベーション戦略は、本県の地域特性を生かしたライフ関連企業の育成と

集積促進により、将来的には、概ね 2030 年を視野に、成長力と競争力の高い、本県独

自のライフイノベーション産業クラスターを創造することを目指している。  

ファーストステージでは、戦略目標年次である 2015 年をターゲットに、「ライフ産

業クラスター形成の基盤形成を図る」との基本方針に基づき、各種施策を集中展開す
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ることとしている。  

本県の持つ独自の強みを活かしていくため、ライフ産業の中でも「医工連携」「サービ

ス」「プロダクト」を重点的かつ集中的に推進する重点分野に位置づけているところ、

ファーストステージにおいて実施した重点分野別の主な取組は以下のとおり。  

(1) 医工連携分野 

医工連携分野における本県の強みとしては、中核的な医療機関の存在や地域企業が

微細加工技術を有している点が挙げられる一方、医療現場のニーズを県内の中小企業

に仲介する機能が弱いことが課題であった。そのため、医療分野とものづくり現場の

徹底した連携を推進することを中心に以下の取組を実施した。  

① 医療現場や医療機器メーカーとの連携・マッチング 

医工連携に向けて、平成 23 年度から、県内企業と弘前大学医学部・附属病院、青森

県立中央病院、日本医療機器協会等との産学連携やマッチング会等を継続的に取り組

んでいる。  

また、県内企業と本郷（東京）の医療機器メーカーとの連携・マッチング会を開催

し、平成 26 年度には 33 件、平成 27 年度には 29 件の商談を行い、具体的な取引が進

められている。  

 

図表 28 産学官によるマッチング会等の開催                         

（日本医療機器協会、弘前大学医学部・附属病院） 

 

●開催日： 平成２７年１１月１６日（月）
●開催場所：弘前大学医学部附属病院
●参加医師：
①澤村教授（皮膚科学講座） ②福井准教授（産科婦人科学講座）
③漆舘教授（形成外科科学講座） ④石橋教授（整形外科学講座）

●参加企業：
日本医療機器協会会員企業 ９社（１０名）
県内企業 ９社（１３名）

●開催日： 平成２７年７月２３日（木）
●開催場所：医科器械会館（東京都文京区本郷）
●青森県参加企業

㈱青森テクニ、㈱アピール、アルバック東北㈱、カミテック㈱、
キヤノンプレシジョン㈱、三光化成㈱、多摩川精機㈱、㈱永木精機
㈱日本マイクロニクス、フェアリーベン㈱、㈱ムツミテクニカ
㈱アドバネクス、（有）ビット・テック、国立大学法人弘前大学

（計１４社）
●日医協参加企業
日本医療機器協会会員企業 ３４社

●併催した商談会の商談件数 ２９件

日本医療機器協会と青森県企業とのマッチング会

弘前大学発の医療機器開発マッチング会

弘前大学医学部・附属病院の医師から医療現場のニーズを講
演いただき、日本医療機器協会会員企業が、医療現場ニーズを
基に医療機器の開発につなげる。
機器の開発に当たっては県内ものづくり企業を参入させる。

 

（出所）青森県  
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図表 29 産学官による意見交換の開催                         

（青森県立中央病院、弘前大学医学部附属病院） 

●主催：あおもり医療福祉機器要素技術研究会【事務局：
（公財）２１あおもり産業総合支援センター】
青森県立中央病院、青森県

●日時：平成２５年７月８日（月）１７：００～１８：００
●会場：青森県立中央病院研修室
●対象者：研究会会員企業 １０社程度

青森県立中央病院医療関係従事者 10名程度
●内容
・医療現場の概況説明
・医療現場のニーズに基づく参加企業からのご提案と提
案について青森県立中央病院医療関係との意見交換

●主催：あおもり医療福祉機器要素技術研究会【事務局：
（公財）２１あおもり産業総合支援センター】
青森県、弘前大学医学部附属病院

●日時：平成２４年１０月１９日(金) 17：00～18：00
●会場：弘前大学医学部附属病院手術部
●対象者：研究会会員企業

弘前大学医学部付属病院手術部看護師
●内容
・医療現場（弘前大学医学部附属病院手術部）の視察
参加企業からプレゼンの実施（希望する企業）
・弘前大学附属病院手術部の看護師との意見交換

青森県立中央病院の医療関係従事者との意見交換会

弘前大学医学部附属病院の看護師との意見交換会

 

（出所）青森県  
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図表 30 「青森県ものづくり企業と医療機器メーカーとの展示商談・交流会」出展企業リスト 

 

（出所）青森県、公益財団法人 21 あおもり産業総合支援センター「青森県ものづくり企業と医療機器

メーカーとの展示商談・交流会」、2015 年 7 月 23 日．  
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図表 31 「青森県ものづくり企業と医療機器メーカーとの展示商談・交流会」出展企業リスト

（続き） 

 

（出所）青森県、公益財団法人 21 あおもり産業総合支援センター「青森県ものづくり企業と医療機器

メーカーとの展示商談・交流会」、2015 年 7 月 23 日．  

 

② 医療機器等の開発支援 

県内企業による医療機器等の開発を推進するための実証委託・補助事業を実施して

いる。  

具体的には、医療福祉機器等研究開発モデル実証、ライフ系プロダクト開発事業補

助、大型医工連携共同プロジェクト支援等を実施し、県内企業による関連技術・商品

開発支援を強化しており、平成 26 年度までに 75 件を支援している。  
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図表 32 医療福祉関連機器等の開発支援 

 

年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度

採択件数 ４件 １０件 １２件 １３件

予 算 額 3,000千円 4,000千円 4,000千円 4,000千円

産学連携による医療現場における課題解決に資する医療福祉関連機器やヘルスケアサービスの研究開発を行う
モデル的な取組を委託実証。

■医工連携関連機器等開発実証

●蛍光グルコース法での画像診断を容易にするための検体ホルダ実証機の開発 ●形状変化可能な耳科用手術器具の開発
●留置尿道カテーテル殺菌装置の改良 ●転倒予測や運動機能評価に貢献する身体装着型歩行能力計測システムの開発

採択例

年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度

採択件数 ４件 ８件 ９件 ７件

予 算 額 2,300千円 5,800千円 4,250千円 4,000千円

産学連携や企業連携による医療福祉関連機器の商品・試作開発に向けた取り組みを支援するための補助制度。

■ライフ系プロダクト商品開発補助

●前立腺がんに対するシード線源永久挿入における全自動ニードル挿入システムの開発 ●職域における健康寿命延伸に
向けた健康教養プログラム開発実証 ●徘徊老人及び独居老人の見守りシステムの開発

採択例

 

年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度

採択件数 － － ２件 １件

予 算 額 － － 10,000千円 5,000千円

地域医療に貢献できる新たなヘルスケアサービスビジネスの開発を促進するため、ライフ分野へのＩＴ活用やハー
ド・ソフト領域融合などの開発モデルの取組を実証委託。

■ヘルスケアサービスビジネス開発実証

●弘前大学ＣＯＩ拠点事業における社会実装アプリケーション基盤モデルとしてのヘルスプロモーションサービス構築
●分身ロボットで実現する新サービスの研究開発 ●新たな在宅ケア連携支援サービス懸賞事業

採択例

年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度

採択件数 － － ２件 ２件

予 算 額 － － 3,000千円 3,000千円

国の大型研究開発系競争資金獲得に向けて研究開発プロジェクトを育成するため、医療福祉関連機器やヘルスケ
アサービスの研究開発を行うモデル的な取組を委託実証。

■大型医工連携関連機器等開発実証

●超生検観察前処理補助装置の開発 ●マイクロスキングラフト術用移植手術皮膚カッティング装置の開発
●膝関節十字じん帯損傷簡易計測器の開発

採択例

 

（出所）青森県  
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図表 33 県内のニーズを踏まえた医工連携の開発事例 

ブルーウッズシリーズ
（トム・メディック･ものづくり企業）

術野撮影ポール
（コセキ・ものづくり企業）

移動緊急処理室
（八戸市立市民病院・八戸工業大学）

ＭＥ機器重点管理専用棚
ＭＥ機器用スタンドなど

手術撮影用カメラ付きフレキシ
ブルポール
（県立中央病院）

屋外緊急用処置室

実証委託・補助金での産学連携による開発事例 （開発中含む）

 

術者が能動的に屈曲・伸展可能
な耳科用手術器具その他
（タカシン、キヤノンプレシジョン、マルマンコンピューター）

中耳腔深部の死角領域へアクセス
できる耳科用機具
（弘前大学）

体外設置型補助人工心臓及び
携帯型心電図用プロテクター
（ケイワールド）

膝関節測定器
（弘前大学・ビットテック）

断線チェッカー
（アルバック東北）

人工心臓と携帯型
心電図を固定・保護

医療現場の悩み解決
点滴装置の断線の
有無確認
（八戸市民病院）

携帯型、低コストな
測定器具

 

（出所）青森県  

 

図表 34 平成 26 年度ライフ系プロダクト商品開発補助採択一覧（医療福祉機器系） 

ＮＯ． 申請者 事業テーマ 事業概要

1
多摩川精機㈱八戸事業所
（八戸市）
【重点型】

高精度イムノクロマトリーダーの開発
及び医療機器構成に最適な省配線２
線式システムの開発

イムノクロマト法は医療などの現場で簡易的な分析方法であるが、目視による個人差があることが課題である
ことから、高精度なハンディクロマトリーダーの開発をする。
また、医療機器を構成する複数軸のステップモータは、供給する電源・信号線の軸数が増えると膨大な本数と
なり装置が重くなってしまうという課題があることから、配線数を２本に抑えた画期的なシステムを開発する。

2
弘前大学医学部附属病院
（弘前市）

前立腺癌に対するシード線源永久挿
入療法における全自動ニードル挿入
システムの開発

前立腺癌は、シード線源永久挿入療法によって前立腺に対して充分な線量を投与できる根治的療法である
が、シード線源用穿刺針の挿入には熟練を要し、正確な穿刺と再現性の確保が課題となっている。
そこで、地元の精密機械メーカーと共同で、穿刺プロセスの全自動化に向けた試作機を開発する。

3
㈲木村木品製作所
（弘前市）

富裕者層向け医療福祉施設のための
木製インテリア雑貨のマーケティング
調査

これまで県内の大学・研究機関と共同して開発した医療木製品（リハビリ玩具・生活雑貨
他）に、デザインを両立したうえで展示会に出展し、商品化につなげる。

4
マルマンコンピュータサービス㈱
（弘前市）

職域における健康寿命延伸に向けた
健康教養プログラム開発実証

健康寿命延伸、中小企業の健康投資による労働生産性の向上及び従業員等の健康教養を
習得することを目的として、健康教養プログラムのWeb閲覧が可能なアプリケーションを開発
し、県内企業の従業員を対象に実証することで販路及び販売方法を検討する。

5
㈱サンライズ・エー・イー
（八戸市）

高齢者施設向け統合システムの防水
対応緊急通話システム試作開発

高齢者施設向けに防水対応緊急通話システムの試作機を開発し、高齢者施設にてフィール
ドテストをを実施する。

6
㈱ジーアイテック
（八戸市）

徘徊老人及び独居老人の見守りシス
テムの開発

高齢化による認知症高齢者の増加に伴い、徘徊による自己を未然に防止するシステム等の
構築が重要となっている。これらの課題を解決するために、無線範囲内にいるかのチェックを
行えるiBeacon機器を活用した商品企画のためのマーケティング調査を実施し、iBeaconを装
着できる商品及びシステムの開発を行う。

7
並木精密宝石株式会社黒石工場
（黒石市）

超小型モータ内蔵手術ロボット用鉗子
デモ機の製作

現在の手術ロボット用鉗子は、ワイヤーリンク駆動方式である為、複雑な手技ではその自由
度により制限を受ける場合がある。この課題を解決する為、当社の世界最小サイズでありな
がら高出力な電磁モータと独自な駆動機構の組合せにより、自由度の大きい手術ロボット用
鉗子のデモ用試作機を製作する。  

（出所）青森県  
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③ 医工連携人材育成プログラム（医療機器開発 MOT プログラム）の推進 

県内企業の医療福祉関連機器等の開発人材を育成するため、医療福祉関連産業分野

への参入・事業展開において必要とされる基礎的な知識・技術等の習得を目指す「医

療機器開発ＭＯＴ（技術経営）プログラム」を開催した。青森県立中央病院、弘前大

学医学部附属病院、八戸市立市民病院の全面協力を得て、実践的な人材育成を行った

結果、平成 26 年度までに延べ 105 名が講座を修了し、県内各企業等で活躍している。 

 

図表 35 平成 27 年度医工連携人材育成プログラム（医療 MOT）の概要 

  
【日時】2016年１⽉22日（⾦）   
【場所】⻘森県⽴中央病院(⻘森県⻘
森市東造道２－１－１) 

時 間 講義名 講師氏名 
①13:00〜13:40 医⼯連携総論 経済産業省 医療・福祉機器産業室 室⻑補佐 濱田 祐治 氏  
②13:50〜14:30 医療機器開発総論 UPM コンサルテーション 代表取締役 宇喜多 義敬 氏 
③14:40〜15:20 医療機器開発総論 公益財団法⼈医療機器センター専務理事 中野 壮陛 氏 
④15:30〜16:10 医療機器開発総論 (株)プラトンジャパン 専務取締役（⽇本医療機器協会 理事）廣瀬 英一 氏 
⑤16:20〜17:00 医療技術基礎 ⻘森県⽴中央病院 ⼼臓⾎管外科部⻑ 永谷 公一 氏 
⑥17:00〜18:00 医療技術基礎 （医療現場視察） 

 
 
【日時】2016年２⽉5日（⾦）   

【場所】⼋⼾市⽴市⺠病院（⼋⼾市大
字田向字毘沙門平1） 

時 間 講義名 講師氏名 
①13:00〜13:40 医⼯連携総論・改正薬事法 (株)スカイネット 代表取締役／⽇本医療機器協会理事 井上 政昭 氏 
②13:50〜14:30 医療機器開発総論 (株)フジタ医科器械 代表取締役社⻑ 前多 宏信 氏 
③14:40〜15:20 医療機器開発総論 (株)ＨＳＴ 代表取締役 大野 浩平 氏 
④15:30〜16:20 医療技術概論 ⼋⼾市⺠病院 副病院⻑（救命救急センター⻑） 今 明秀 氏 
⑤16:30〜17:00 医療技術基礎 （医療現場視察） 
⑥17:00〜18:00 医療技術基礎 （看護師＋臨床⼯学技⼠）意⾒交換会 

 
 
【日時】2016年２⽉10日 （水）   
【場所】弘前大学医学部コミュニケーショ
ンセンター（弘前市本町４０?１） 

時 間 講義名 講師氏名 
①13:00〜13:30 医⼯連携総論 (株)シバタ医理科 代表取締役 阿部 隆夫 氏 
②13:40〜14:10 医療技術基礎 弘前大学医学研究科 COI研究推進機構   機構⻑補佐・教授 村下 公一 氏  
③14:10〜14:40 医療技術基礎 弘前大学医学部 泌尿器科学講座教授 大山 ⼒ 氏 
④14:50〜15:20 医療技術基礎 弘前大学医学部 胸部⼼臓⾎管外科学講座教授  福田 幾夫 氏 
⑤15:20〜15:50 医療技術基礎 弘前大学医学部附属病院 産科婦⼈科 診療教授 横山 良仁 氏 
⑥16:00〜17:00 医療技術基礎 医療現場視察 (術場・トレ等) 
⑦17:10〜18:10 医療技術基礎 弘大病院 看護部 意⾒交換会 

 

■第１回講座（⻘森） １３：００〜１８：００ 

■第２回講座（⼋⼾） １３：００〜１８：００ 

■第３回講座（弘前） １３：００〜１８：１０ 

 

（出所）青森県  
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(2) サービス分野 

サービス分野については、県内の特定地域において健康データの蓄積がなされてお

り、青森県の健康習慣の改善等に向けた新たなサービスを検討する上での基盤が存在

している一方、域内の連携や競争環境が活発でないことが課題であった。そのため、

健康寿命アップなど課題解決支援型の新医療生活産業を創出することを中心に以下

の取組を実施した。  

① 弘前大学 COI プロジェクト 

平成 25 年 10 月に、弘前大学等を中心に提案された「脳科学研究とビッグデータ解

析の融合による画期的な疾患予兆発見の仕組み構築と予防法の開発」が、文部科学省

の「革新的イノベーション創出プログラム（COI STREAM）」に採択された。  

弘前大学 COI 拠点プロジェクトは、これまで 10 年間実施してきた「岩木健康増進

プロジェクト」の数百項目にも及ぶ検診のビッグデータを解析することで、認知症、

脳卒中などの加齢性疾患の予兆発見のアルゴリズムと予兆発見のソフトウエアやシス

テムの開発を図るものである。  

現在、弘前大学がコホート研究の中核拠点として、九州大学、京都府立医科大学と

も連携を強化している。特に、九州大学による久山町のコホート研究は歴史もあり、

連携が深化することで、他地域にない強みになる。  

また、ビッグデータを用いた疾病予防法の開発の中核的企業であるＧＥヘルスケ

ア・ジャパンをはじめ、花王、ライオンなどが参画しており、その他のテーマも含め

て 30 以上の多種多様な企業（大手・中小ベンチャー）がプロジェクトに参画している。

さらに、現在、エーザイ、協和発酵バイオ、大塚製薬、オムロンヘルスケアなど、国

内外から企業が続々とプロジェクトへの参画を検討しており、県外企業との連携が加

速すると見込まれる。  
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図表 36 弘前 COI 戦略：全体像 

将来の社会ニーズ：早期予兆発⾒による疾患予防法の開発，認知症患者へのサポート
「寿命革命」×「認知症の人と創る未来社会システム」

①予兆発⾒アルゴリズムの開発
②疾病予兆法のコホート研究による実証
③健診センター・医療機関連携システムの開発
④予兆発⾒のアプリケーション開発
⑤細胞の形態と機能の可視化システムの開発
⑥脳疾患におけるオミックス解析技術を利⽤

した解析ツールの開発
⑦健康度検査システムの開発
⑧疾患予兆バイオマーカーの開発
⑨内臓脂肪蓄積要因の解明

【参画機関】：弘前大学，九州大学，マルマンコンピュー
タサービス，GE ヘルスケア・ジャパン，クラーロ，東北化
学薬品，テクノスルガ・ラボ，NTT東日本，
エーザイ，花王，ライオン，協和発酵バイオ，果樹研究
所, ⻘森県，弘前市

①新たな健康増進の啓発・普及方法の構築，
健康づくり活動の展開

②予兆に基づくアラートシステムの構築
③画期的アンチエイジング法の開発
④健康改善製品の開発
⑤「運動の習慣化」スキームの開発
⑥個人の健康維持および疾患予防に最適な

食事提供サービス
⑦疾病の予防に有効な食素材やその成分，

食習慣に基づく予防法の提供
⑧認知症等の予防のための新運動プログラムの開発
⑨地域健康づくり指導員の育成
⑩メタボリスク低減ソリューションの開発

【参画機関】：弘前大学，マルマンコンピュータサービス，栄研，
テクノスルガ・ラボ，イオンリテール，カゴメ，ルネサンス，花王，
⻘森県産業技術センター，果樹研究所, ⻘森県，弘前市

マルマンCS/GE ヘルスケア/クラーロ/東北化学薬品/テク
ノスルガ・ラボ/ 栄研/イオンリテール/カゴメ/NTT東日本/
エーザイ/花王/ルネサンス/ライオン/協和発酵バイオ/アイ
トシステム/アールエフネットワーク/京都銀⾏/三昌商事/
村田製作所/シスコシステムズ/ベネッセスタイルケア/ソニー
生命保険/セコム/ⅡJ /三井住友信託銀⾏/LIXIL/
大日本印刷/応⽤技術/住友電気⼯業/住友林業

連携

連携

連携

【弘前COI戦略：全体概要】

ビッグデータを⽤いた疾患予兆法の開発 予兆因子に基づいた予防法の開発

⻘森県/弘前市/
⻘森県産業技術センター
久山町 / 京都市 / 京丹後市

①意思決定サポートセンターの設置
②高齢者の⾒守り・防犯システムの開発
③活動評価システムの開発
④財産管理⽀援システムの開発

【参画機関】：京都府⽴医科大学，千葉大学，
慶応義塾大学，京都府⽴大学，志學館大学，
公⽴はこだて未来大学，杏林大学，徳島大学，
アイトシステム，アールエフネットワーク，京都銀⾏，
三昌商事，村田製作所，シスコシステムズ，
ベネッセスタイルケア，ソニー生命保険会社，
ⅡJ グローバルソリューションズ，三井住友信託銀⾏
，LIXIL，セコム，大日本印刷，応⽤技術，
住友電気⼯業，住友林業

認知症サポートシステムの開発

The Center of Healthy Aging Innovation (CHAIN)
〜真の社会イノベーションを実現する「革新的『健やか⼒』創造拠点」〜

弘前大学
九州大学/ 京都府⽴医科大学
中央大学/ 慶応義塾大学/
京都府⽴大学/志學館大学/ 
公⽴はこだて未来大学/ 杏林大学/
徳島大学/農研機構・果樹研究所

 
（出所）弘前大学  

 

同プロジェクトでは、10 年後の社会を見据え、成果の社会実装のための中核組織

として「健やか力推進センター」を創設し、人材育成（講義・実習）、県民の健康づく

り活動サポートを推進している。例えば、人材育成では、保健協力員や食生活改善推

進員、民生児童委員、保健師、看護師、衛生管理者等の育成をしている。  

また、イノベーション達成に向けたロードマップや寿命延伸の実現による新たな価

値創出の経済効果も明示している。  
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図表 37 社会実装の中核組織“健やか力推進センター”の創設 

病院（県内主要）

県総合健診センター

社会福祉協議会
⽼⼈会・シルバー⼈材センター

県四師会＋栄養⼠会

協会健保

国保連合会

【健康づくりスタッフの育成＋サポート】

弘前拠点
弘前大学、ヒロロ、運動教室会場

各種公共施設

⼋⼾拠点
弘前大学⼋⼾サテライト

各種公共施設

⻘森拠点
各種公共施設

県・市町村

健やか⼒推進協議会
〈ステアリングコミッティ〉

作業療法⼠連合会

理学療法⼠連合会
その他健康関連団体

食事健康
運動

健康
教養 保健

統計
健康度
測定

【本部】
⻘森県医師会

弘前大学
北日本健康スポーツセンター

※社会実装の中核組織

人材育成（講座・実習）
保健協⼒員、⾷⽣活改善推進員、⺠⽣児童
委員、保健師、看護師、衛⽣管理者

健康づくり活動サポート
健康づくり計画への助言、
測定機材の貸出等支援

健やか⼒推進センター

健康運動指導⼠会
 

（出所）弘前大学  

図表 38 イノベーション達成へのロードマップ 

１.ビッグデー
タを活⽤した
早期発⾒の
仕組みの構築

2013 2016 2022体制/強み研究開発課題

２.予兆にもと
づいた予防法
の開発

『高
齢
者
の
健
康
寿
命
延
伸
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現
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の
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前
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木
地
区
）

市
場
投
入

海
外
展
開
・国
際
標
準
化

アンチエイジ
ング機構の
解明

・MCS/地域連携システム
・栄研/「健康な食事」提供サ

ービスの開発
・イオンリテール/「運動の習慣

化」スキームの開発
・カゴメ/機能性成分分析
・ルネサンス/シナプソロジー
・弘大/アンチエイジング法の

開発
・弘大，農学生命科学部・
食料科学研究所/育種改良
技術、機能性成分分析

・⻘森県産業技術センター/機
能性成分分析

新しい
アンチエイジング法

生活指導、食事指導、
運動指導

予兆発⾒
ソフトウェアの
開発

研究フィ
ールド・
体制の
構築

2019

新たな健康増進の啓発・
普及方法の構築

疾患予兆法のコ
ホート研究によ
る実証

第１フェーズ 第２フェーズ 第３フェーズ

・MCS/地域連携システム
・弘大，社会医学講座/膨大

な住⺠健康データ
・九大/久山町コホート
・GE/ソフトウェア開発
・クラーロ/病理画像分析機器

開発
・東北化学薬品/オミックス解

析
・テクノスルガ・ラボ/【腸内細菌

解析】
・NTT東日本/光タイムライン
・エーザイ/バイオマーカー
・花王/内臓脂肪測定
・果樹研/メタボローム解析

予兆発⾒ソフト
ウェアの改良

MCI等に対する予防介入
コホートの実施

研究フィー
ルド・体制
の構築

３.認知症サ
ポートシステム
の開発

・ベネッセスタイルケア/高齢
者介護サービス

・京都府⽴医科大学/精神
医学⽼年期

・他24機関が参画
⾒守りシス
テム開発

銀⾏との
連携

遠隔技術
開発
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の
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療
費
の

劇
的
な
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減

我が国は世界一の⻑寿国であり，１０年後には加齢を基盤とする認知症
や脳卒中(生活習慣病)の急増が社会的問題となる！10年後の社会
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発
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・
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延

意思決定
サポートセ
ンターの設
⽴

【全国展開】
・医療保険制度との連動
・検定制度
【財源の確保】
・会社の設⽴
・寄付⾦
・会費制度
・補助⾦や助成⾦
・委託

財産管理の
体系化

京丹後コ
ホート研究

国内実証
試験

高
齢
者
が
安
心
し
て
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活
で
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る
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テ
ム
の
実
現

各種予兆発⾒ツールの開発 実
⽤
化

市
場
投
入

 

（出所）弘前大学  
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② ＧＥヘルスケアとの協働の推進 

本県では、ＧＥヘルスケア・ジャパンと連携し、国内初となる可搬式の医療機器等

を搭載した多機能小型車両、いわゆる「ヘルスプロモーションカー」による共同実証

プロジェクトを推進している。  

既に東通村、深浦町、南部町には同車両を配備しており、実証試験等を通じ、訪問

診療や健診、健康教室、高齢者の見守り、救急など多目的に利用し、保健・医療・福

祉包括ケアシステムへの活用の可能性や県内企業の情報技術の可能性を探っている。  

 また、ヘルスプロモーションカーに搭載されている GPS 機能を有する車両走行管理

機器を活用した運行管理最適化を構築するにあたり、平成 27 年秋には、ヘルスプロモ

ーションカーを活用した新たなサービスのアイデアを議論するアイデアソンを開催し

た。  

 その他の協働事業として、同社が開発した歩行測定器「AYUMiEYE（アユミアイ）」

の実証研究も推進しており、実証フィールドとしての可能性がさらに高まっている。  

 

図表 39 ヘルスプロモーションカー実証の事業推進体制

GE他多様な企業が参画

⻘森県内の参画企業

 

（出所）青森県  
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図表 40 ヘルスプロモーションカー実証の活動実績 

訪問診療

訪問看護

健康教室
その他

延べ４９９件

（開発中含む）活動実績（平成２６年度）

延べ２９８件

延べ２１０回

 
（出所）青森県  

 

図表 41 ヘルスプロモーションカーを核とした協働プロジェクトの推進 

ヘルスプロモーションカー実証事業

平成２４年１２月

ＧＥが被災地向けに開発した多機能小型車両

を東通村・深浦町・南部町に配備

平成２６年６月～平成２７年５月

多機能型車両の導入

ヘルスプロモーションカーの成果をベースに、

大間町、むつ市、横浜町、平内町、五所川原
市、今別町、大鰐町に配備

（８台／健康福祉部）

①下北地域のヘルプロカー＆ 多機能型車両との連携推進

②実証フィールドの提供・開発支援

平成25年7月から、
毎年度（２回）開催

平成24年2月から、
青森市で毎年度
（３回）開催

GE DAY 本社工場マッチング

GEグループと県内企業
との技術交流＆マッチング

GEヘルスケア本社工場視察
＆県内企業とのマッチング

約130名／回参加
→新たな取引に発展

12～2１社

／回参加

→新たな取引に発展

２６年度以降の新たな取組

● 東通・むつ・大間・横浜の活動状況を見える化

運行管理支援ツール(テレマティクスの搭載）

● 東通村成果の横展開

●県立保健大学 ●東通村介護老人保健施設 ●弘前大学

●南部町名川病院 ●県産業技術センターなど

ＧＥ新製品の歩行機能測定器「アユミアイ」の実証フィールド提供

発展・連携強化

1-7
11

 

（出所）青森県  
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図表 42 GE ヘルスケア・ジャパンとの協働事業（実証研究フィールド） 

歩きを見える化

【計測管理データ】
●バランスマップ ●歩行プロファイル

●歩くテンポ ●レーダーチャート

活用方法を開発中
歩行データを評価する小型機器

（個人別のデータ管理が可能）
製品開発

に活用

県内ＩＴ企業・ものづくり企業の参画

連携

青森県・ＧＥヘルスケア協働事業 青森県内の実証研究フィールド

大学
青森県立保健大学

弘前大学

研究所
青森県産業技術センター
（メディカルトイ研究会）

東通村
介護老人保健施設
（通所リハビリ）

南部町

深浦町

関診療所

はまなす荘
（特別養護老人ホーム）

名川病院

AYUMi EYE

 

③ ヘルスケアサービスビジネスの開発支援 

健康寿命アップなど地域課題に貢献する県内企業によるヘルスケアサービスビジネ

スの開発を促進するための実証委託事業を実施している。  

具体的には、ヘルスケアサービスビジネス開発モデル実証を実施し、県内企業によ

るＩＴ活用等による健康寿命アップに資するソフトウエアや分身ロボットを活用した

高齢者等の心理的ケアサービスなどの開発支援を行っており、平成 26 年度までに 3

件を支援している。  

 

(3) プロダクト分野 

いわゆる健康食品や化粧品等のプロダクト分野については、食品分野の公設試験研

究機関が存在するなど、研究開発の基盤が確立しており、地域に根差した技術シーズ

が存在している一方、健康食品・化粧品を差別化するための条件が不足している点が

課題であった。そのため、女性視点を重視した全国に通用するライフ系スーパープロ

ダクトの開発を中心に以下の取組を実施した。  

① 競争的資金を活用したプロテオグリカン等の研究開発 

プロダクト分野の中心的な機能性素材であるプロテオグリカン（ＰＧ）については、

競争的資金を活用しながら、弘前大学、公益財団法人２１あおもり産業総合支援セン

ター、地方独立行政法人青森県産業技術センターや県内企業等が産学官連携によって

研究開発、製造等に取り組んでおり、商品の増加、認知度向上などが図られてきてい

る。  
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平成 25 年７月には、ＰＧの事業化の推進に向け、５年間の文部科学省の地域イノ

ベーション戦略支援プログラムに採択され、機能性食品や化粧品、医薬品等の開発を

ターゲットとする共同研究を加速させている。  

 

図表 43 地域イノベーション戦略支援プログラムの概要と実施体制 

＜これまでの成果＞
（「連携基盤整備型」・「一般型」・「都市エリア型」）

（中核機関）（公財）２１あおもり産業総合支援センター
（特定領域） ライフサイエンス
（研究機関） 弘前大学・（地独）⻘森県産業技術センター
（主な参画機関） （株)角弘、一丸ファルコス(株)、エキシヤMK、ひろさき産学官連携フォーラム他

地域中小企業約80社 など 約1０0社
※主な地域企業：カネショウ、ラグノオ、かねさ、六花酒造、やまと商社、Ｎ.Ａ.gene等 多業種

・ 地域産学官研⾦連携
・ 具体的な商品開発
・ 新規ビジネス創出促進
・ 共同研究

・機能性⾷品
・化粧品
・医薬品等

《高い社会貢献性》：炎症性腸疾患や骨粗鬆症、糖尿病、関節リウマチ、多発性硬化症など
現代の未解決疾病に総合的に対応可能

（研究テーマ）
①ＰＧ関連バイオマテリアルのメタボリック症候群等に対する効果と抗炎症作用の成因解明に関する研究開発
②ＰＧ関連バイオマテリアルの構造と機能に関する研究
③ＰＧ関連バイオマテリアルと糖タンパクの⽣理機能解析と臨床応用
④ＰＧ関連バイオマテリアル素材の多様化に関する研究開発
⑤ＰＧ関連バイオマテリアルのエイジングケア商品としての開発及び応用に関する研究開発
⑥ＰＧ関連バイオマテリアルの機能性⾷品としての利用及び応用に関する研究開発

●ＰＧ大量精製
●多数の商品化
●機能性の発⾒
●地域15億円規模の産業成⻑

研究者
の集積

→［最終GOAL］⽣き⽣きとし､活⼒にあふれる⾼齢化社会の実現へ

津軽圏（弘前エリア）
健康（ヘルス）・美容（ビュー

ティー）関連産業クラスター
の形成・育成

新たなＰＧ関連物質（バイオマテリアル）
を視野に入れた開発研究を加速

 

地域イノベーション戦略支援プログラムの推進体制

 

（出所）文部科学省「地域イノベーション戦略支援プログラム」  
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図表44 平成 26 年度地域イノベーションプログラムに係る主な人材育成講座 

 

■2014.05.29 中小企業支援セミナー「プロテオグリカンを巡る最近の動向」（青森市） 

プロテオグリカンに関心のある事業者を対象にした青森銀行主催の中小企業支援セミナ

ー「プロテオグリカンを巡る最近の動向」及び、青森県プロテオグリカンプロジェクト 戦

略チームより「プロテオグリカンビジネスの現状」について発表するセミナー。 

 

■2014.09.18 地域資源を活用した下北活性化ビジネス講習会（むつ市） 

サケ氷頭から抽出した健康美容成分「プロテオグリカン」の事例から、下北地域の農林水

産資源の可能性を再認識し、マーケティング視点の商品づくり・通信販売への展開、地域活

性化について学ぶ講習会。 

 

■2014.09.26 プロテオグリカン・ＭＯＴ＆ビジネス化講習会（十和田） 

サケ氷頭から抽出した健康美容成分「プロテオグリカン」の事例から、地域資源の可能性

を再認識し、マーケティング視点の商品づくり・通信 販売への展開など学ぶ講習会。 

 

■2014.11.12 次世代イノベーション人材育成セミナー 特別講演会 

日本における技術移転の第一人者であり、国内トップのＴＬＯで産学の橋渡しをし、数々

の技術移転の実績がある実業家を迎え、県内における研究開発から事業への技術移転、新ビ

ジネスの創出に向けた啓蒙、それらを担う人材育成のあり方を学ぶ講演会。 

 

■2014.12.18 平成 26 年度 第１回ＭＯＴ研修 

MOT の考えを基盤にした産学官研連携における実務についての座学のほか、ワークを通し

て固定化された視座・視点・視野を転換させ、相互の考え・知識を柔軟に組み合わせていく

力を養う研修会。 

 

■2014.12.19 平成 26 年度 第２回ＭＯＴ研修 

 

■2015.01.22 ＰＧ商品開発研究会＆ＭＯＴ・ビジネス化講習会 

化粧品クオリティに関わるテクスチャ（使用感）と乳化状態に焦点を当て、実習を通して

ノウハウを共有する講演会。 

 

■2015.02.13 次世代イノベーション人材育成セミナー 第 2 回特別講演会 

国内最先端のイノベーション研究（ビジネスモデル・知財マネジメント）・人財育成をお

こなっている妹尾堅一郎氏を講師に、青森発のビジネスの成功に向けて、ビジネスモデルの

重要性や最新動向などを学ぶ講演会。 

 

■2015.02.14 平成 26 年度 第３回ＭＯＴ研修  

 

（出所）青森県  
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② 県内企業によるプロテオグリカン等の商品開発支援 

プロダクト分野においては、県内企業によるＰＧ等の機能性素材の商品開発を推進

するための補助事業等を実施してきた。  

具体的には、健康食品・化粧品等等のライフ系プロダクト開発促進事業費の補助を

実施し、県内企業による関連技術・商品開発支援を強化している。また、県内企業に

よるスーパーヒット商品の創出に向け、県内企業に対して公益財団法人２１あおもり

産業総合支援センターにマーケティングの専門家を配置し、県内企業への専門コンサ

ルティングを実施し、出口を見据えた商品開発の支援を行っている。  

こうした取組を通じ、ＰＧ関連商品の販売額が年々増加し、認知度も高まっている。  

 

図表 45 平成 26 年度ライフ系プロダクト開発促進事業費補助採択一覧（健康食品・化粧品等系）

ＮＯ． 申請者 事業テーマ 事業概要

1
ヘアーアートカレッジ木浪学園
（青森市）

ＰＧ入りオールインワン　ウォーターク
リームの開発

プロテオグリカンと油性成分を配合した化粧水、ＬｅＬｉｅｎウォータークリームを商品化する。

2
東北女子大学
（弘前市）

高齢者向け介護予防・生活習慣病予
防のための弁当開発

高齢者、老人ホーム・デイサービス等の利用者を対象とした介護予防・生活習慣病予防を目
的としたメニュー、弁当開発を行う。

3
（株）リーベルビータ
（青森市）

ＰＧ配合の健康食品及び化粧品の開
発

県内売店及び県外企業を活用しての全国展開を目指したＰＧ配合の健康食品及び化粧品
の開発を行う。

4
ミリオン㈱
（青森市）

高血糖抑制効果があるごぼうの中の
イヌリン抽出法の研究

青森県の主要農産物である「ごぼう」中の成分「イヌリン」は血糖値の上昇を抑えるため糖尿
病予防に有効な成分であると考えられていることから、イヌリンの抽出法を確立し、イヌリン
配合の新商品開発を行う。

5
㈱ラビプレ
（弘前市）

リンゴ由来化粧品素材原料と配合化
粧品の開発

リンゴ由来の原料の抽出法及び安全性評価を進め、配合化粧品の実現に向けた取組を行
う。

 

（出所）青森県  

 

③ 弘前大学と大手企業の共同研究 

弘前大学は、ＰＧと別の機能性素材との組合せによる併用効果、機能強化を目指す

基礎研究に着手するなど、外部の研究資金の獲得も推進している。  

 

④ あおもりＰＧの認知度向上・信頼性獲得に向けた取組 

ＰＧ関連商品の販売は増加し、認知度も確実に向上している中、平成 25 年 11 月か

ら、株式会社角弘が県内にＰＧ専門店を５店舗展開し、関連商品の販売促進を強化し

ている。  

また、「あおもりＰＧ」の認知度向上や信頼性の獲得を目的とし、本県や県内企業、

弘前大学によって平成 23 年７月に「青森県プロテオグリカンブランド推進協議会」8を

設立した。現在、同協議会では、プロテオグリカンを配合した商品を認証し、あおも

りＰＧマークを付与することでブランド管理を行い認知度とブランド力の向上を図る

                                                 
8 「青森県プロテオグリカンブランド推進協議会」の取組の詳細はホームページを参照。  

http://aomori-pg.org/ 
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とともに、消費者へのＰＧに関する正しい情報発信に取り組んでいる。  

この認証商品では、大手メーカーとして初めてダイドードリンコが平成 25 年 12 月

に発売を開始した。  

図表 46 プロテオグリカン専門店の展開状況  

青森店

むつ店 十和田店五所川原店

●ドラッグユー内あおもりＰＧコーナー（８店舗）

県内大手スーパーユニバース内のドラッグストア

弘前店

平成２５年１１月から（株）角弘が県内５店舗を展開

平成２６年８月から

 

（出所）青森県  

 

図表 47 あおもりＰＧブランド認証制度 

プロテオグリカンブランド推進協議会

①消費者に対する正しいＰＧの情報発信
②ＰＧ商品の認証
③ＰＧの認知度向上・ブランド力の増進

目的

会員 ６４社・団体

認証
商品

８７商品

 
（出所）青森県  
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図表 48 大手企業による青森県プロテオグリカンブランド推進協議会認証商品の開発  

ロコモプロ
プロテオグリカン配合

FINEAGE

●平成24年12月に健康食品事業に参入
●平成25年12月に地域連携商品として初めて、 青森発プロテオグリカンを活用した
「ロコモプロ」を発売

平成25年12月発売 平成26年8月発売

タブレット
共同記者会見
（平成25年12月11日）

スティックゼリー

 

（出所）青森県  

 

さらに、消費者向けにＰＧの認知度を高め、正しい理解を促すためのプロモーショ

ン事業を推進している。平成 26 年度には、人気イラストレーター柿崎こうこ氏を起

用し、「青森を旅しながらＰＧの魅力を体感する」というコンセプトのＰＲパンフレ

ットを作成した（首都圏大型展示会等で配布した）。  

その他、ＰＧの認知度向上を図るため、首都圏の大型展示会場において食品開発展、

健康博覧会などに出展したほか、知事自らが「丸の内プロテオグリカンフォーラム」

など、様々なイベントに参加し、ＰＧのピーアールを行っている。  
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図表 49 プロテオグリカン体感ツアー（ＰＲパンフレット） 

 

（出所）青森県  

 

図表 50 首都圏でのプロモーション事業の概要 

首都圏の大規模展示会に出展し、プロテオグリカンの機能性やプロテ
オグリカンを活用した健康食品・化粧品等を情報発信

首都圏展示会の出展 丸の内・プロテオグリカンフォーラム

健康食品・化粧品メーカー、健康美容メディア等への最
新の研究成果等情報発信（約１３０名参加／満席）

平成26年10月8日～10日 平成26年3月12日～14日

平成26年9月8日～10日
●開会挨拶 三村知事
●プロテオグリカンの機能的特徴と事業推進体制
（阿部プロジェクトディレクター）

●プロテオグリカンが免疫系に及ぼす作用の可能性
（弘前大学 中根医学研究科教授）

●トークセッション
～プロテオグリカンのアンチエイジング効果と製品化～
ダイドードリンコ 嶋田通信事業部課長
一丸ファルコス㈱ 坪井開発部長
阿部プロジェクトディレクター  

（出所）青森県  
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3. ファーストステージの成果と課題 

(1) 基本的目標の進捗状況 

 2020 年に向けた４つの基本的目標に関して、各目標水準を踏まえたファーストステ

ージでの進捗状況は以下のとおり。 

①基幹産業化 

（目標水準）全産業に占めるライフ産業のウエイトを高め、新規雇用創出にも貢

献する。 

（進捗状況）青森県の製造業全体の出荷額は、平成 20 年の 1 兆 6500 億円から平

成 24 年の１兆 4900 億円に減少している一方、医療機器出荷額は、

平成 20 年の 284 億円から平成 24 年の 420 億円まで増加しており、

特に若者の雇用維持・創出と地域への定着に貢献している。 

②新規ビジネス創出 

（目標水準）2020 年までにライフ産業のベンチャー企業を 5~10 件創出する。

2020 年までにライフ産業の新規事業分野参入を 50 件創出する。 

（進捗状況）プロテオグリカン関連のベンチャー企業（化粧品、健康食品、コー

ルセンター）が 3 社設立した。ライフ産業参入に意欲をもつ企業が

約 150 社に増加しており、第二創業や事業転換により、主に地域経

済への波及が図られている。 

③ブランド確立 

（目標水準）2020 年までにライフ産業の関連企業を 10 社以上立地させる。 

（進捗状況）大手医療機器メーカーの工場増設（平成 27 年 4 月着工）により、

27 億円の設備投資及び約 200 名の新規採用が予定されており、立

地企業の着実な定着が進んでいる。今後は、県外企業との連携によ

る波及効果の拡大も期待される。 

④県民の生活の質・幸福度の向上 

（目標水準）上記目標達成を通じて、県民の QOL（生活の質）や GNH（幸福度）

といった経済的側面以外での効果創出にも努力する。 

（進捗状況）上記、基本的目標の達成が途上段階である。一方、短命県の返上に

全県・多業種での取組が拡大しつつある。 
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図表 51 ファーストステージの基本的目標の進捗状況 

進捗状況

青森県の製造業全体の出荷額がH20年1兆
6500億円からH24年1兆4900億円に減少してい
る一方、医療機器出荷額はH20年284億円から
H24年420億円に増加。

プロテオグリカン関連のベンチャー企業（化粧品、
健康食品、コールセンター）が３社設立。
ライフ産業参入に意欲をもつ企業が約150社に
増加。

大手医療機器メーカーの工場増設（H27.4着工）
により、27億円の設備投資及び約200名の新規
採用。

上記基本目標の達成が途上段階。短命県の返
上に全県・多業種での取組が拡大しつつある。

基本目標 平成３２（2020）年

①基幹産業化
(経済波及の効果)

②新規ビジネス創出
(新規ＶＢの効果)

③ブランド確立
(求心力の効果)

④QOL・GNH向上
(経済以外の効果)

✔ライフ産業が青森県の基幹産
業として成長の柱になっており、
雇用が創出されている。

✔ライフ産業のクロス領域におい
て革新的な製品・サービスを提供
するベンチャー企業群（含新規ビ
ジネス創出）が生まれている。

✔「総合ライフクラスター」「実証
(テスト)のための最高立地」など

の青森県のライフ分野における
ブランドイメージが確立・普及し、
他の産業クラスターの企業や人
材を惹きつける求心力を持って
いる。

✔クラスター形成により地域の課
題解決が支援され、青森県民の
GNH(幸福度)が高まっている。
✔青森県におけるQOL(生活の
質)を再定義し、新たなライフスタ
イルが生み出されている。

✔上記目標達成を通じて、
県民のQOL（生活の質）
やGNH(幸福度)といった

経済的側面以外での効
果創出にも努力する。

✔全産業に占めるライフ
関連産業のウエイトを高
め、新規雇用創出にも貢
献する。

✔2020年までにライ

フ産業のベンチャー
企業5～10社・新規事
業分野参入50件を創
出する。

✔2020年までにライフ
産業の関連企業を10

社以上立地させる。

 

(2) 重点分野別の成果と課題 

 ファーストステージのこれまでの取組を踏まえた、重点３分野におけるこれまでの

成果と今後の課題を示す。 

 

① 医工連携分野 

【戦略の方向性】 

医療現場とものづくり現場の連携の推進 

【これまでの成果】  

医療現場とものづくり現場の連携が進展し、医工連携分野への県内企業の参入が拡

大。 

  

医工連携分野については、これまでの取組により、医療現場とものづくり現場の連

携を推進した結果、医工連携分野への県内企業の参入が拡大した。例えば、県内企業

の医工連携分野への参入は、平成２３年度の４２社から、平成２６年度には８０社ま

で参入企業数が増加している。アルバック東北、キヤノンプレシジョン、多摩川精機

などの有力企業、開発型企業の参入が拡大し、県外企業マッチングの成果も出始めて

いる。 

なお、本県の医療機器生産額は、平成 18 年（2006 年）の 147 億円から平成 25 年（2013

年）に 444 億円まで増加し、右肩上がりで推移している。本県に立地する大手医療機

器メーカーの好調な業績を反映し、全国のランキングも 12 位まで上昇しており、県内

産業における存在感を増している。  
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【今後の課題】  

医薬品医療機器等法に基づく医療機器開発への参入には、県内企業の更なる経験や

技術が必要。一方、コメディカル医療現場ニーズが顕在化しており、今後更なる医療

現場のニーズ把握・活用が求められる。 

 

医療現場（大学・病院等）の多様で幅広い研究開発ニーズの掘り起こしは進む一方、

地域・産業サイドから支援するための仕組みの構築が途上である。また、医師を中心

にした医療現場におけるニーズへの対応が難しいことに加え、介護・福祉の現場の潜

在ニーズ把握は十分とは言えない状況にある。 

特に、県内企業にとって、医薬品医療機器等法に基づく医療機器等の開発への参入

は容易ではない。また、県内企業は、部品製造や受託加工等が主で、医療機器等の最

終製品を製造する企業も少なく、さらなる経験や技術の蓄積が必要である。 

また、医工連携分野における産学官連携によるコンソーシアムの組成や国等の大型

プロジェクトへの提案や積極的な案件形成や医工連携を手がけるライフ系ベンチャー

の創出・育成も進んでいない状況にあり、今後、医工連携分野における大型のコンソ

ーシアム組成や弘前大学 COI プロジェクト等との連携強化が求められる。 

 

 

図表 52 青森県の医療機器生産額の推移  
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（出所）厚生労働省「薬事工業生産動態統計年報」．  
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図表 53 参考： 平成 25 年 都道府県別医療機器生産金額（上位 15 都道府県） 

25年 24年 増減額 比率 25年 24年

百万円 百万円 百万円 ％ ％ ％

全　　　    国 1,905,492 1,895,239 10,254 0.5 100.00 100.00

1 静　　　　　岡 373,890 365,246 8,645 2.4 19.62 19.27

2 栃　　　　　木 189,486 188,623 863 0.5 9.94 9.95

3 福　　　　　島 124,471 108,858 15,613 14.3 6.53 5.74

4 埼　　　　　玉 110,368 108,456 1,912 1.8 5.79 5.72

5 東　　　　　京 105,655 124,653 -18,998 -15.2 5.54 6.58

6 茨　　　　　城 97,860 99,255 -1,395 -1.4 5.14 5.24

7 大　　　　　分 96,434 103,057 -6,624 -6.4 5.06 5.44

8 千　　　　　葉 91,754 92,104 -350 -0.4 4.82 4.86

9 愛　　　　　知 57,765 51,828 5,937 11.5 3.03 2.73

10 山　　　　　梨 55,225 58,167 -2,942 -5.1 2.90 3.07

11 兵　　　　　庫 53,137 53,862 -725 -1.3 2.79 2.84

12 青　　　　　森 44,406 42,004 2,402 5.7 2.33 2.22

13 京　　　　　都 40,723 41,868 -1,145 -2.7 2.14 2.21

14 秋　　　　　田 35,540 35,862 -322 -0.9 1.87 1.89

15 滋　　　　　賀 35,336 39,211 -3,875 -9.9 1.85 2.07

都道府県名
生  産  金  額 対  前  年  増  減 構  成  割  合

 

（出所）厚生労働省「平成 25 年薬事工業生産動態統計年報」．  

② サービス分野 

【戦略の方向性】  

地域課題解決型のヘルスケアサービスビジネス開発拠点の創出 

【これまでの成果】  

地域課題解決型のヘルスケアサービスビジネス開発拠点が創出され、県内企業の関

与した新たな医療生活産業創出のポテンシャルが拡大。 

 

 サービス分野においては、地域課題解決型のヘルスケアサービスビジネスの開発拠

点が創出されている。例えば、平成 25 年 10 月に、弘前大学等を中心に提案された「脳

科学研究とビッグデータ解析の融合による画期的な疾患予兆発見の仕組み構築と予防

法の開発」が、文部科学省の「革新的イノベーション創出プログラム（COI STREAM）」

に採択され、30 社以上の県内外の企業がプロジェクトに参画している。また、社会実

装の中核組織“健やか力推進センター”が創設され、拠点機能の形成が進んでいる。 

さらに、ヘルスプロモーションカー等を活用した新たなヘルスケアサービスの実証

事業にも県内企業が参画している。 

 

【今後の課題】  

ＩＴ関連企業以外の業種で県内企業の参画が少なく、更なる県内企業による商品開

発やサービスの展開が求められる。 

 

 ＩＴ関連企業以外の業種での県内企業の参画が少ない状況にある。また、IoT など

スマート化の潮流を見据え、サービスを起点とした機器、食等との融合領域における

具体的なビジネスの展開や社会システムの構築も途上にある。 
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さらに、本県の課題である小児肥満対策などキッズ向けプロダクト・サービス融合

型の新ビジネス、在宅医療や介護保険外サービスなど高齢者向けのプロダクト・サー

ビス融合型の新たなビジネスの展開も途上にあり、県内企業による商品開発やサービ

スの展開が求められる。 

図表 54 弘前 COI 戦略：全体像（再掲） 

将来の社会ニーズ：早期予兆発⾒による疾患予防法の開発，認知症患者へのサポート
「寿命革命」×「認知症の人と創る未来社会システム」

①予兆発⾒アルゴリズムの開発
②疾病予兆法のコホート研究による実証
③健診センター・医療機関連携システムの開発
④予兆発⾒のアプリケーション開発
⑤細胞の形態と機能の可視化システムの開発
⑥脳疾患におけるオミックス解析技術を利⽤

した解析ツールの開発
⑦健康度検査システムの開発
⑧疾患予兆バイオマーカーの開発
⑨内臓脂肪蓄積要因の解明

【参画機関】：弘前大学，九州大学，マルマンコンピュー
タサービス，GE ヘルスケア・ジャパン，クラーロ，東北化
学薬品，テクノスルガ・ラボ，NTT東日本，
エーザイ，花王，ライオン，協和発酵バイオ，果樹研究
所, ⻘森県，弘前市

①新たな健康増進の啓発・普及方法の構築，
健康づくり活動の展開

②予兆に基づくアラートシステムの構築
③画期的アンチエイジング法の開発
④健康改善製品の開発
⑤「運動の習慣化」スキームの開発
⑥個人の健康維持および疾患予防に最適な

食事提供サービス
⑦疾病の予防に有効な食素材やその成分，

食習慣に基づく予防法の提供
⑧認知症等の予防のための新運動プログラムの開発
⑨地域健康づくり指導員の育成
⑩メタボリスク低減ソリューションの開発

【参画機関】：弘前大学，マルマンコンピュータサービス，栄研，
テクノスルガ・ラボ，イオンリテール，カゴメ，ルネサンス，花王，
⻘森県産業技術センター，果樹研究所, ⻘森県，弘前市

マルマンCS/GE ヘルスケア/クラーロ/東北化学薬品/テク
ノスルガ・ラボ/ 栄研/イオンリテール/カゴメ/NTT東日本/
エーザイ/花王/ルネサンス/ライオン/協和発酵バイオ/アイ
トシステム/アールエフネットワーク/京都銀⾏/三昌商事/
村田製作所/シスコシステムズ/ベネッセスタイルケア/ソニー
生命保険/セコム/ⅡJ /三井住友信託銀⾏/LIXIL/
大日本印刷/応⽤技術/住友電気⼯業/住友林業

連携

連携

連携

【弘前COI戦略：全体概要】

ビッグデータを⽤いた疾患予兆法の開発 予兆因子に基づいた予防法の開発

⻘森県/弘前市/
⻘森県産業技術センター
久山町 / 京都市 / 京丹後市

①意思決定サポートセンターの設置
②高齢者の⾒守り・防犯システムの開発
③活動評価システムの開発
④財産管理⽀援システムの開発

【参画機関】：京都府⽴医科大学，千葉大学，
慶応義塾大学，京都府⽴大学，志學館大学，
公⽴はこだて未来大学，杏林大学，徳島大学，
アイトシステム，アールエフネットワーク，京都銀⾏，
三昌商事，村田製作所，シスコシステムズ，
ベネッセスタイルケア，ソニー生命保険会社，
ⅡJ グローバルソリューションズ，三井住友信託銀⾏
，LIXIL，セコム，大日本印刷，応⽤技術，
住友電気⼯業，住友林業

認知症サポートシステムの開発

The Center of Healthy Aging Innovation (CHAIN)
〜真の社会イノベーションを実現する「革新的『健やか⼒』創造拠点」〜

弘前大学
九州大学/ 京都府⽴医科大学
中央大学/ 慶応義塾大学/
京都府⽴大学/志學館大学/ 
公⽴はこだて未来大学/ 杏林大学/
徳島大学/農研機構・果樹研究所

 
（出所）弘前大学  

図表 55 社会実装の中核組織“健やか力推進センター”の創設（再掲） 

病院（県内主要）

県総合健診センター

社会福祉協議会
⽼⼈会・シルバー⼈材センター

県四師会＋栄養⼠会

協会健保

国保連合会

【健康づくりスタッフの育成＋サポート】

弘前拠点
弘前大学、ヒロロ、運動教室会場

各種公共施設

⼋⼾拠点
弘前大学⼋⼾サテライト

各種公共施設

⻘森拠点
各種公共施設

県・市町村

健やか⼒推進協議会
〈ステアリングコミッティ〉

作業療法⼠連合会

理学療法⼠連合会
その他健康関連団体

食事健康
運動

健康
教養 保健

統計
健康度
測定

【本部】
⻘森県医師会

弘前大学
北日本健康スポーツセンター

※社会実装の中核組織

人材育成（講座・実習）
保健協⼒員、⾷⽣活改善推進員、⺠⽣児童
委員、保健師、看護師、衛⽣管理者

健康づくり活動サポート
健康づくり計画への助言、
測定機材の貸出等支援

健やか⼒推進センター

健康運動指導⼠会
 

（出所）弘前大学  
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③ プロダクト分野 

【戦略の方向性】 

女性を重視した全国に通用するライフ系スーパープロダクトの開発 

【これまでの成果】  

プロテオグリカンによる新たな健康美容食品市場が創出され、県内企業の商品力・

経営力が確実に向上した。 

 

 プロダクト分野では、ＰＧの事業化の推進、市場拡大に集中的に取り組んできた結

果、弘前大学における革新的なＰＧの生産方法の発見からはじまり、一丸ファルコス

及び角弘による素材生産体制の確立、県外大手企業による商品化、県内企業の新規参

入の加速などの大きな成果を収め、ＰＧ関連の新たな健康美容食品関連のビジネスが

成長を続けている。 

例えば、ＰＧ製品の参入企業数をみると、平成 27 年３月時点で、52 社（県内企業

35 社、県外企業 17 社）となっている。また、ＰＧ製品の累計製造出荷額、商品数は、

平成 22 年から増加傾向にあり、平成 27 年３月時点で、累積製造出荷額は 73.1 億円、

商品数は 194 に上っている。 

 

【今後の課題】  

県内企業によるＰＧの製造出荷額の更なる増加が期待され、商品の差別化に向けた

取組が求められる。 

 

 県外企業のＰＧ製造出荷額が拡大する中、県内企業の製造出荷額もさらなる増加が

期待されるが、これを加速するため、商品の差別化に向けたＰＧのさらなる研究開発、

認知度向上や販路開拓の取組が求められる。 
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 図表 56 ＰＧ製品参入企業数の推移 
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（出所）青森県  

 

 

図表 57 ＰＧ商品数と累計製造出荷額の推移  
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（出所）青森県  



 50

第３章 戦略の方向性 

第２章におけるファーストステージでの成果及び今後の課題を踏まえ、セカンド

ステージにおける戦略の総合的目標と基本的目標を掲げた上で、戦略を進めるに当

たっての方針を示す。  

 

I. 総合的目標 

2020 年に向けた総合的目標は、ファーストステージと同様、以下のとおりとする。 

 

 

（総合的な目標） ～ ライフイノベーションで健康で豊かな生活の実現 ～ 
 

基本戦略の総合的な目標は、ライフ産業の企業、医療機関、大学、行政が互いの領域の壁に

とらわれずにクロス領域において融合することで独自性の高い事業を生み出し、青森県の持続的な

経済成長を支える「次の基幹産業」をつくることである。これにより、「国内初の総合ライフクラスター」

として、他の地域の企業や人材を惹きつける求心力を持つとともに、クラスター形成を通じて地域の

健康・医療・介護分野における課題解決の支援がされることにより青森県民の健康で豊かな生活

が実現し、生活の質・幸福度が向上することを狙う。 

 

 

II. 基本的目標 

総合的目標の達成に向けて取り組む４つの基本的目標を、ファーストステージにお

ける進捗状況を踏まえ、以下のとおり定める。 

 

1. 県民の生活の質・幸福度の向上 

・クラスター形成により地域の課題解決が支援され、青森県民のＧＮＨ（幸福度）

が高まっている。 

・青森県におけるＱＯＬ（生活の質）を再定義し、新たなライフスタイルが生み出

されている。 

（目標水準） 

 戦略の最終目標は、総合的目標に掲げているとおり、「ライフイノベーションで豊

かな生活の実現」であり、下記目標を通じて県民のＱＯＬ（生活の質）やＧＮＨ（幸

福度）の向上に向けた施策を展開する。 

 

2. 基幹産業化 

・ライフ産業が青森県の基幹産業として成長の柱になっており、雇用が創出されて

いる。 
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（目標水準） 

 全産業に占めるライフ産業のウエイトを高め、新規雇用にも貢献する。特に、若

者の雇用維持・創出と地域への定着を重視。 

 

3. 新規ビジネス創出 

・ライフ産業のクロス領域において革新的な製品・サービスを提供するベンチャー

企業群（新規ビジネス創出を含む。）が生まれている。 

（目標水準） 

 2020 年までに、第二創業や事業転換も含め、ライフ産業参入に意欲を持つ県内企

業を 250 社（医工連携分野 100 社、サービス分野 20 社、プロダクト分野 130 社）

まで増やし、県内企業・地域経済への波及効果の創出を目指す。 

 

4. ブランド確立 

・「総合ライフクラスター」「ライフ分野のテストのための最高立地」などの青森県

のライフ分野におけるブランドイメージが確立・普及し、他の産業クラスターの

企業や人材を惹きつける求心力を持っている。 

（目標水準） 

 2020 年までにライフ産業における県外企業との連携数を 100 件とする。 
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図表 58 戦略の基本的目標の設定 

■全産業に占めるライフ関連産業のウ
エイトを高め、新規雇用にも貢献する。
特に若者の雇用維持・創出と地域への
定着を重視。

【定量目標】
■2020年までに第二創業や事業転換

も含め、ライフ産業参入に意欲を持つ
県内企業を250社（医工連携分野100社、
サービス分野20社、プロダクト分野130

社）まで増やし、県内企業・地域経済へ
の波及効果の創出を目指す。

【定量目標】
■2020年までにライフ産業における県
外企業との連携数を100件とする。

■下記目標を通じて、県民のQOL（生
活の質）やGNH(幸福度)の向上に向け
た施策を展開する。

基本的目標 平成３２（2020）年

②基幹産業化

③新規ビジネス創出

④ブランド確立

①QOL・GNH向上

✔ライフ産業が青森県の基幹産
業として成長の柱になっており、
雇用が創出されている。

✔ライフ産業のクロス領域におい
て革新的な製品・サービスを提供
する新規ビジネスが創出されてい
る。

✔「総合ライフクラスター」「実証(テ
スト)のための最高立地」などの青

森県のライフ分野におけるブランド
イメージが確立・普及し、他の産業
クラスターの企業や人材を惹きつ
ける求心力を持っている。

✔クラスター形成により地域の課
題解決が支援され、青森県民の
GNH(幸福度)が高まっている。
✔青森県におけるQOL(生活の質)

を再定義し、新たなライフスタイル
が生み出されている。

セカンドステージ目標水準
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III. 戦略方針 

 

1. 基本方針 県内企業の外貨獲得の一層の強化 

ファーストステージの取り組みにより、ライフ関連産業の振興に向けた産学官金の

連携が促進され、県内企業の参入拡大や新たな商品の開発などの成果も生み出されて

きた一方、域外への展開については途上であり、県内への経済波及の効果は一部にと

どまっている。このような現状を踏まえ、戦略の基本方針は、ファーストステージの

成果を最大限生かした、「県内企業による外貨獲得の一層の強化」とする。  

 

2. 分野別方針 

(1) 医工連携分野「コメディカル」視点の医工連携の推進 

 地域商社や医師以外の「コメディカル」視点を中心にした医療現場ニーズを踏まえ

た、医療機器等の開発、首都圏医療機器メーカー等との連携・マッチングの拡大、人

材育成等による「医工連携」を推進する。  

(2) サービス分野「地域資源や強みを活かした新たなヘルスケアサービスの創出」 

 地域資源や強みを活かしたヘルスツーリズム、健康寿命延伸サービス、IoT 等を活

用した新たな健康サービス（弘前大学ＣＯＩプロジェクトとの連携強化等）による「新

たなヘルスケアサービス」の創出を図る。  

(3) プロダクト分野「ＰＧ等の機能性素材を核とした研究開発・産業振興のさらなる

深化」 

 ＰＧ等の機能性素材を核とした研究開発、商品コンセプト志向でマーケット等の出

口を見据えた商品開発や販路開拓、認知度向上による産業振興のさらなる深化を図る。 
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第４章 戦略のアクションプラン 

総合的目標と基本的目標の達成に向けて、戦略の方針を踏まえ、重点分野別及び共

通基盤のアクションプランを示す。  

 

I． 重点分野別のアクションプラン 

1. 医工連携分野 

(1) 「コメディカル」視点を中心にした医療現場ニーズの発掘 

医師以外の医療従事者等による「コメディカル」の視点で、弘前大学医学部附属病

院や県内病院等における医療現場のニーズの発掘を推進する。その際、医療現場のニ

ーズをまとめた「ワンルックレポート9」等のマッチングツールも活用しつつ、具体的

な医療機器等の開発テーマの発掘支援を強化する。  

 

(2) 医療機器等の開発支援 

県内企業による医療機器等（ハードウエアだけでなく、ソフトウエアも含む）の開

発を推進するための実証委託・補助事業をさらに強化する。  

具体的には、コメディカル視点の医工連携ニーズを踏まえた消耗品や周辺医療機器

の開発等を推進する。県内のメーカーだけでなく、地域商社も含めた多様なプレイヤ

ーが参画することで、医療現場のニーズに対応し、県内企業間の連携も図りながら、

収益性も高い医療機器等の開発を目指す。  

また、県内企業を含めた医工連携等の研究開発を牽引する大型コンソーシアムの組

成を目指し、「医工連携事業化推進事業10」の実証事業の採択の可能性を探っていく。  

例えば、医療機器開発支援ネットワークシステムを活用し、医療機器開発の重点分

野である手術支援ロボット、人工臓器・関節、低侵襲放射線医療、画像診断、在宅医

療等を見据えた研究開発を推進する。  

 

(3) 首都圏医療機器メーカーとの連携・マッチングの拡大 

県内企業と首都圏医療機器メーカーとの連携やマッチングの拡大を図る。東京都内

の本郷地区で県内企業の要素技術を紹介する展示会を開催し、医療機器メーカーとの

共同開発に向けた連携や取引の拡大を図る。  

 

                                                 
9 県が医療機関から収集した現場ニーズを一覧にまとめた資料。 
10 医療現場が抱える課題に応える医療機器について、ものづくり技術を活かした開発・実用化を推進

することにより、医療機器産業の活性化と医療の質の向上に資する、国立研究開発法人日本医療研究

開発機構の実証委託事業。  
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(4) 医工連携人材育成プログラムの推進 

県内企業の医療福祉関連機器等の開発人材を育成するため、医療福祉関連産業分野

への参入・事業展開において必要とされる基礎的な知識・技術等の習得を目指す「医

工連携人材育成プログラム（医療 MOT）」を引き続き実施し、実践的な人材育成を行

う。  

■参考：医工連携分野に関する委員からのコメント 

 
（医工連携をはじめ「青森だから」という戦略が必要） 

 ・医工連携を含めて、弱者の戦略というものがあり、弱者は基本的に差別化、集中、ス

ピードの３つを伴わないと勝てない。誰もが言えるニーズは差別化にはつながらな

い。青森県だからという戦略を考えていくべき。 
 
（医工連携ではコメディカルの視点を重視） 

 ・医療機器ではなく、コメディカルニーズの製品を開発することを考えてはどうか。先

端的な医工連携をやってもらってもいいが、コメディカル視点も大事。 
 ・ファーストステージを策定したときに想定していなかった COI の採択があるが、医工

連携と絡められているかが課題。 
 
（コメディカルに軸を置いて徹底すべき） 

 ・医工の場合は他の県はあまねく、医学部の有名な先生の先端の医療機器開発を行って

いる。同じことを青森県がやっても後発組になるし、作ったとしても売れない。自己

満足は高いが、商売にならない。 
 ・コメディカルニーズについて何となく取り組んでいる県はあると思うが、徹底して形

にしてこだわってやっている県はないと思うので、強い軸を置いて徹底してやるとい

うのも重要。ただ、あまりそこに力を置きすぎると、力（技術）のある企業は「そこ

は我々の仕事ではない」ということになりかねない。臨床工学技士、看護師が必要だ

と思う商品を考えるだけで相当な数になる。薬事対象外の機器であっても値段が高い

ことに驚く。 
 
（ライフ分野のコンテンツ、ソフト産業の育成が必要） 

 ・ライフイノベーションに資するコンテンツやソフトウエア産業を育てていくことを考

考えるべき。例えば、医療用や手術用のバーチャルリアリティやＡＲの技術を使った

産業等がある。また、スマートフォン等で操作できる高度なソフトウエアにも注目す

べき。 
 
（国の医療機器開発支援ネットワークシステムを活用すべき） 

 ・国が支援している医療機器開発支援ネットワークシステムを活用すべき。例えば、医

療機器開発の重点分野である手術支援ロボット、人工臓器・関節、低侵襲放射線医療、

画像診断、在宅医療等に着目。 
 
（在宅医療におけるスマート医療機器開発のポテンシャル） 

 ・在宅医療について、ペースメーカー等は、既に通信機能が付いているので遠隔診断で

きるようになっている。様々な予兆捉えることが可能であり、例えば、トイレに座っ

たら体の調子が分かるようなスマートな医療機器の開発も考えられる。 
 
（テーマをもとにした複数企業による医工連携が必要） 

 ・医工連携では、テーマをもとに複数の企業で取り組むことが有効。展示会でネジ、モ

ーター等の単品で出展しても分からない。未来の手術室的な出品によってイメージが

伝わると良い。 
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2. サービス分野 

(1) 地域資源や強みを活かしたヘルスツーリズムの推進 

本県の地域資源・人材を活用した健康美容・癒しツーリズム、地域の技術シーズを

活かした独自性の高いヘルスツーリズムの創出を図る。県内企業等による事業化を推

進するため、実証事業による支援を強化するほか、県内のヘルスケアサービス産業を

振興するため設立された「青森県ヘルスケアサービス産業協議会」と連携し、国の委

託事業の活用を進めることで、引き続き県内における新たなヘルスケア産業モデルを

創出・育成する。  

 

(2) 健康寿命延伸サービスの創出支援 

既存の医療・介護システムを補完・充実する健康寿命延伸サービスとして、運動、

栄養、保健等のヘルスケアサービス、さらには農業や食等を連動させた新たな産業の

創出を支援する。  

例えば、本県の農産品や食の強みを活かし、農業従事者が介護事業者と連携するこ

とで新鮮で栄養価の高い食品を提供するなど、高齢者の食のニーズや低栄養の課題解

決に資するサービスの提供が考えられる。また、一般消費者向け（BtoC）の市場だけ

でなく、介護施設等の対事業所向け（BtoB）の市場をターゲットとすることで、一定

量のコンスタントなマーケットを獲得することも可能である11。  

さらに、食・農に関連する分野では、環太平洋経済連携協定（TPP）対策の取組も

活発化してくると見込まれ、本県の農・食の強みを活かしたライフイノベーションの

創出につなげることが重要となる12。  

 

(3) 弘前大学 COI プロジェクトとの連携強化 

弘前大学 COI プロジェクトとの連携を強化し、同プロジェクトに参画しているマル

マンコンピュータサービス、東北化学薬品、クラーロ、栄研などの取組の社会実装を

支援する。  

更に県内企業と同プロジェクトに参画している県内外の企業との連携を支援する。  

例えば、現在、COI 二次参画企業支援プログラムとして、サン・コンピュータが、

マルマンコンピュータサービスが開発・提供する「健康物語」に機能追加するための

研究開発を進めており、こうした県内企業の COI への参画を重点的に支援する。  

 

 

                                                 
11 本戦略策定委員による有識者コメントより。  
12 本戦略策定委員による有識者コメントより。  
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(4) IoT 等を活用した新たな健康サービス創出支援 

ＧＥヘルスケア・ジャパンとの協働事業として実施している、ヘルスプロモーショ

ンカー実証事業や AYUMiEYE の実証研究の成果、さらに「IoT（Internet of Things）」

等の最新の潮流を踏まえつつ、新たな健康サービスの創出を図る。  

例えば、ＩＴを活用した高齢者等へ御用聞きや宅配・見守りサービスと連動させた

スマートな関連製品（生活行動情報を得るスマート枕等）の開発等が想定される。  

その際、県民の生活の質・幸福度の向上を目指すとの総合的目標を踏まえ、モノで

はなく、人に焦点を当てた、「IoP（Internet of People）」13という考え方とともに新たな

健康サービスを提示することが考えられる。  

 

 

■参考：サービス分野に関連する委員からのコメント 

 
（サービスは医工連携やプロダクトをつなぐ結節点）  

・他県のライフ分野の産業振興の戦略は医療機器のみの戦略でサービス分野は盛り込ん

でいない。また、健康食品などのプロダクトについては全く扱っていない。本戦略の

最大の特徴は全てを網羅的に扱っていることで、最大のメリットであり強みとなる。 
・サービスは見えないものなので、ないがしろにされがちだが、医工連携やプロダクト

など全てをつなぐ結節点であり、雇用を創出する領域でもある。 
・弘前大学で COI ができるということを最大の強みにすべき。現在、国内外の大手企

業から参画の依頼が相次いでいる。また、COI では今後大きな市場になっていく認知

症や腸内細菌も扱っている。 
 
（青森だからできるリソースとつなげたサービスが重要） 

 ・稼ぐサービスか生活を守るサービスかを明確にする必要がある。青森のサービスでは、

青森だけが使えるリソースを使ってサービスを組み立てていかないと差別化ができ

ない。先端技術はオープンであるが、むしろアナログ的で青森だからできるリソース

が重要。 
 
（健康寿命の延伸に向けた予防医学が重要） 

 ・健康寿命として、寝たきり期間をいかに少なくするかが重要。保険が効かない予防医

学への対応も期待したい。 
 

 

                                                 
13 本戦略策定委員による有識者コメントより。  
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3. プロダクト分野 

(1) ＰＧ等に関する研究開発の推進 

地方独立行政法人青森県産業技術センターを中心にした地域イノベーション戦略支

援プログラムの推進等により、本県発の機能性素材である改変ＰＧ等14に関する研究

開発を深化させ、本県の地域特性を生かした「健康・美容」関連産業クラスターの形

成を目指す。  

 改変ＰＧを用いた高機能性食品や化粧品への活用などで差別化を図り、国の競争的

資金の獲得に向けた支援も強化する。  

 

(2) ＰＧ等関連商品の開発の支援 

① 商品開発補助 

産学連携や企業連携による医療福祉関連機器の商品・試作開発に向けた取組や、顧

客ニーズ等に基づく商品及び試作品の改良について支援する「ライフ系プロダクト開

発促進事業費補助」については、平成 26 年には「健康食品・化粧品等」分野で５社、

平成 27 年度には４社の県内企業が採択された。同補助事業は、平成 23 年から実施し

ており、引き続き、県内企業の商品開発を重点的に支援する。  

 

② 商品開発の一気通貫型支援 

ＰＧ等の研究拠点である地方独立行政法人青森県産業技術センターと企業支援相談

の窓口である公益財団法人２１あおもり産業総合支援センターとの連携により、マー

ケット等の出口を見据えた商品開発をコンセプトづくりも含め、一気通貫型で支援す

る。  

なお、地方独立行政法人青森県産業技術センター弘前地域研究所では、平成 27 年７

月の移転新設を機に、化粧品や健康食品の試作機器を新たに整備するなど、県内企業

の商品開発に対する支援機能を大幅に強化しており、新機能性表示に向けた対応を含

め、ＰＧ等を活用する県内企業の取組を支援していく。  

 

(3) ＰＧ関連商品の販路拡大 

① ＰＧ関連商品の通販ビジネス参入支援 

ＰＧ配合商品の通信販売業態における販売促進と収益拡大を図るため、県内事業者

が通信販売ビジネスに参入に要する経費を支援する。  

 

                                                 
14改変ＰＧとは、サケ氷頭プロテオグリカンを酵素分解等で構造改変した機能性素材であり、現在弘前

地域研究所で研究を進めている。このほか、有望な素材として、「あおもり藍」などが挙げられる。 
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② 県内企業のビジネスプロセス共同化による生産性向上 

県内の健康食品・化粧品メーカーが大都市圏の消費者向けに通信販売する際に必要

となるコールセンターの設置や受注、出荷等のビジネスプロセスの共同化を推進し、

生産性の向上を図る。  

③ 県内企業の海外展開の支援 

県内企業の海外展開を支援するため、あおもりＰＧの海外商標の取得を推進する。  

さらに、展示会出展等を通じた海外市場の調査や現地の消費者ニーズを踏まえた商

品開発など、県内企業によるあおもりＰＧの海外展開を支援する。  

また、繋がりが深い台湾市場や市場規模が大きいハラル市場をターゲットとした、

戦略的な海外展開が考えられる。  

 

(4) ＰＧに対する認知度向上 

① ＰＧの信頼性獲得に向けた「あおもりＰＧ」ブランド認証制度   

青森県プロテオグリカンブランド推進協議会を中心に、あおもりＰＧマークによる

ブランド管理を行うとともに、消費者へのＰＧに関する正しい情報発信を強化し、あ

おもりＰＧのブランド力の向上を図る。  

 

② あおもりＰＧ認知度アッププロモーション 

ＰＧ体感ツアーや首都圏における期間限定のＰＧショップ開設の効果検証を踏まえ、

消費者向けにＰＧの認知度を高めるプロモーション事業を強化する。  

さらに、県内の複数のＰＧ関連商品をまとめたプロモーション等も推進する。  
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■参考：プロダクト分野に関する委員からのコメント 

 
（ＰＧではイノベーションを伴った差別化が必要） 

 ・サントリーやダイドー等の大手が扱っているので、ＰＧを素材産業として考えれば成

功していると言えるが、最終メーカーとして県内企業は成功とは言えない。 
 ・売れない商品にＰＧを混ぜ込めば売れるようになると錯覚している県内企業が多い

が、実際にはそうではない。何かのベースの商品にＰＧを入れることで価値が上がる

かというと、やはりベースの商品が勝負であり、ＰＧの貢献度はそれほどではなく、

売れなかった商品が売れるという劇的な変化はない。 
 ・スーパーヒット商品に関わってきたが、イノベーションを伴った差別化を図る必要が

ある。イノベーションを難しく考える必要はない。あり得ない組み合わせ、ありそう

で無かった組み合わせがイノベーション。自らイノベーションの敷居を高くする必要

はなく、イノベーションは何かということを県内企業に考えてほしい。 
 
（ＰＧの供給県としての位置づけ） 

 ・ＰＧが成功しているというのは、ライフイノベ戦略立ち上げ期の期待値が低かったと

いうことであり、想定よりも成長しているということ。角弘が素材産業として成功し

たということ。ＰＧの供給県としての青森だと考えることもできる。 
 
（ＰＧの利益の地元の享受が必要） 

 ・大手がこれだけ参入してきたというのは目に見える成果ではあるが、まさに今が過渡

期であり、地元が利益を享受できるか、大手に持っていかれるかの分岐点である。 
 
（ＰＧの社会実装に向けた取組が必要） 

 ・県内の研究所では、研究だけでなく、社会実装、商品化などを推進すべき。アルコー

ルを使わずにＰＧを製造して、ハラル市場も取り込みたい。 
 



 61

II． 分野横断的な共通基盤のアクションプラン 

戦略の基本的目標の達成に向けて、重点分野を支える分野横断的な観点から、３つ

共通基盤のアクションプランを示す。  

 

1. 産学官金連携による戦略推進体制の整備 

基本的目標である「基幹産業化」、「新規ビジネス創出」の達成に向け、県内企業、

行政、大学、地方独立行政法人青森県産業技術センター、産業支援機関（非営利団体

を含む）、金融機関等の産学官金連携による戦略推進体制の整備を図る。  

(1) 産学官金等の連携の強化 

 

① 弘前大学との連携強化 

弘前大学は、医学部や大学附属病院を中心に、ライフ分野に関わる研究シーズの蓄

積があることに加え、県内企業とも連携をしながら、COI プロジェクトで社会実装に

向けた取組も強化しており、本戦略でも中核的な役割を果たす可能性が高いことを踏

まえ、弘前大学との連携をさらに強化する。  

 

② 県内市町村をフィールドとした社会実装の推進 

本県のライフイノベーション戦略を踏まえ、独自の戦略を策定するなどライフ産業

の振興に積極的な市町村と協働する。さらに、市町村と共同で金融機関等が進める県

内企業の健康経営の推進や個人の行動変容に向けたインセンティブ付与の取組など、

県内をフィールドとした社会実装の取組を推進する。また、企業が実証委託や補助事

業等の応募する際、市町村と連携した取組を優先的に採択することで、多様な関係者

の連携を促進する。  

 

③ ライフイノベーション創出のためのファイナンス 

ライフイノベーションに係る実証委託・補助金の充実に加え、金融機関との連携強

化やクラウドファンディングの活用など多様なファイナンス機能の連携・活用を推進

する15。  

 

(2) 「青森県ライフイノベーションサポートデスク」の強化 

県内企業のライフ分野への参入等に関する総合的相談窓口として設置されている

「青森県ライフイノベーションサポートデスク」において、専門家等によるコンサル

ティング支援に引き続き取り組む。  

                                                 
15 本戦略策定委員による有識者コメントより。  
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2. ライフ産業の基幹産業化を見据えた人財育成 

基本的目標であるライフ産業の「基幹産業化」を見据えた人財の育成を図る。  

(1) 若者の地元定着率の向上 

弘前大学は平成 27 年度に文部科学省の「地（知）の拠点大学による地方創生推進事

業（COC+）」に「オール青森で取り組む「地域創生人財」育成・定着事業」が採択さ

れ、県内の他大学、自治体、企業等との連携をさらに強化し、地域が一体となって、

青森県内における雇用創出や地元定着率の向上を目指すこととなった。  

平成 27 年 12 月には、弘前大学等の青森県内の９大学１高専、青森県、青森市、弘

前市、八戸市、むつ市の５自治体が連携・協力に関する協定を締結しており、産学連

携による商品・事業化、大学と企業によるインターンシッププログラムの共同開発、

地域をテーマにした授業等の拡充、学生等の起業化支援等の取組を推進することとな

っている16。その際、中長期的な観点からは、本県における成長産業として期待され

るライフ産業を支える人材の育成についても必要となると考えられる。  

 

(2) 起業・創業支援 

県や商工団体等が行う起業家養成研修やインキュベーションマネジャーによる伴走

型支援、元気チャレンジ助成事業等の各種創業支援を引き続き行うとともに、県内企

業の若手経営者等にも周知し、県内企業によるライフ分野への業態転換の促進や第二

創業支援を軸とした、起業・創業の創出を促す。  

 

(3) 「ジャパン・バイオデザインプログラム」等を活用した人材育成支援  

医療現場のニーズ等を踏まえたライフイノベーション創出に向け、「デザイン思考」

を取り入れた人材育成支援を推進する17。 

平成 27 年秋から、大阪大学、東京大学、東北大学が、ライフ分野の人材育成プロ

グラムである米国スタンフォード大学の「バイオデザイン・プログラム」を基に、「ジ

ャパン・バイオデザインプログラム」を開講し、日本の医療機器イノベーションを牽

引する人材育成につとめている。 

                                                 
16  平成 27 年度「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）」ホームページ

（http://coc.hirosaki-u.ac.jp/）、弘前大学へのヒアリング調査より。．  
COC+事業では、参加校の卒業生の県内就職率を､2014 年度の 38.1%から５年間で 10％引き上げ、約

50％とする目標を掲げている。そのうち、弘前大学では、同 29.7%から 10％の引き上げを目指す｡なお、

これら参加校による県内就職率の 10％の引き上げは、県内雇用の 200 人増加に相当する｡さらに、県内

就職率の向上に向け、参加団体による雇用創出数を 2014 年度から５年間で 20 人増加させる目標も掲

げている。  
17 本戦略策定委員による有識者コメントより。「バイオデザイン・プログラム」とは、米国スタンフォ

ード大学における人材育成プログラム。医学部だけでなく、工学部、経営学部等の学生チームを病院に

派遣し、医療現場等を観察させることで、課題やニーズを抽出し、新たな医療機器等の開発と事業化の

技能を習得することができる。  
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今後、「ジャパン・バイオデザインプログラム」を県内の産学官の関係者、特に中堅・

中小・ベンチャー企業へ周知するなど受講を促すことで、ライフイノベーションの起

点となるような人材の育成を目指す。  

 

3. 青森県のライフ分野におけるブランドイメージの確立 

青森県の基本的目標の達成に向け、ライフ分野におけるブランドイメージの確立を

図る。  

 

(1) 県内企業の取組のブランド化の推進 

県内企業の革新的かつ独創的な取組を表彰する「ライフイノベーション・アワード」

事業を活用し、県内外の認知度を向上させることで、本県のライフ分野におけるブラ

ンド確立を図る。 

 

(2) アドバイザリーボードの活用 

ライフ分野のトップレベルの有識者によって構成されるアドバイザリーボードから、

戦略に基づく取組を客観的に評価してもらい、次の取組に活かしていくことで、その

成果のブランド化を図る。 
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III． ライフイノベーション創出に向けた将来ビジョン～2020 年を

超えて追求する取組～ 

2020 年を超えて追求する取組として、中長期的な視点から、ライフイノベーション

創出に向けた将来ビジョンを示す。  

 

1. 「スマート医療・福祉機器」研究開発 

ビッグデータや IoT 等の新たな産業の潮流を踏まえ、本県においても、積雪寒冷地

であることや高齢化が著しい過疎地域が点在しているという課題を解決する観点から、

センサやビッグデータ解析機能を備えた「スマート医療・福祉機器」や自動運転車両

の研究開発、本県をフィールドとした実証を推進し、高齢者等の移動手段の確保や生

活の質の向上を図ることが考えられる18。  

 

2. 弘前大学の強みを活かした研究開発等19 

弘前大学は、平成 27 年 8 月に「原子力災害医療・総合支援センター」及び「高度

被ばく医療支援センター」に指定され、10 月には両センターを包括する「放射線安全

総合支援センター」を設置するなど、放射線科学領域において全国有数の医療拠点と

なっており、それと連携した研究開発を促進することが考えられる。  

 

3. 「予防・予測型ヘルスケア」関連産業の拠点化 

弘前大学 COI プロジェクトには県内外の産学官金が参画し、ヘルスケア分野におけ

る予防・予測手法の研究開発を推進していることを踏まえ、この集積を県内全体に拡

張・発展させることにより、機器・デバイス、ソフトウエア等の幅広い分野の企業の

参画を促し、予測（Predictive)、予防（Preventive）、個別化（Personalized)、参加型

（Participatory)の新たなヘルスケア20関連産業の拠点化につなげることで、ライフイノ

ベーションの創出を加速化させることが考えられる。  

 

 

 

 

 

 

                                                 
18 本戦略策定委員による有識者コメントより。  
19 大学関係者へのヒアリング調査より。  
20 予測（Predictive)、予防（Preventive）、個別化（Personalized)、参加型（Participatory) を略して

Ｐ４という。Ｐ４医療は、最先端の医療技術を活用した新たな予防医療の概念として注目されている。 
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4. 機能性素材を核とした出口志向の「イノベーション・ハブ」の整備21 

イノベーションを創出するに当たっては、県内の多様な主体が自律的に競争・補完

しながら、限られた予算で研究成果を早期に事業化に結びつけ、それを「自律的」に

拡大させていく仕組み（イノベーション・エコシステム）22が重要である。  

機能性素材による新産業創出を円滑に進めるためには、大学や地方独立行政法人青

森県産業技術センター等の学術研究機関を中心として、研究者と県内企業が早い段階

で連携し、事業化の可能性を見据えながら研究を行うとともに、事業化段階では、そ

こに金融機関や、新規参入・事業拡大を狙う県内中小企業、行政機関などの多様な主

体が集積するなど、地域内のビジネスの担い手がスムーズに連携できる中核拠点が必

要となる。  

 

5. ＰＧの創薬事業化 

ＰＧ関連ビジネスの拡大を見据え、現状の健康食品や化粧品以外の創薬分野におけ

るＰＧの活用が考えられる。「ＰＧの創薬事業化」は、ＰＧの機能性に対する消費者の

認知度等が向上し、県内のＰＧ関連ビジネス全体に大きな波及効果が期待できる。平

成 27 年度に実施したＰＧの医薬品開発・事業化に向けた調査結果を踏まえ、引き続

き、事業化の可能性や方向性を知財戦略も含めて検討していく。 

 

                                                 
21 本戦略策定委員及び有識者ヒアリング調査をもとに提案。  
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IV． 重要業績評価指標（KPI） 

戦略を着実に実現するため、戦略の達成状況をモニターできる重要業績評価指標

（KPI）を設定する。 

基本目標に掲げた 2020 年までの目標水準である KPI として平成 32 年（2020 年）ま

でに達成すべき目標水準①ライフ産業参入への意欲を持つ地域企業数を 250 社、②県

外企業との連携数を 100 件まで増やすこととする。  

1. ライフ産業参入への意欲を持つ地域企業数 

ライフ産業への参入の意欲を持つ地域企業数については、平成 27 年（2015 年）時

点で、サービス分野では 10 社（県実証委託・補助事業に採択された県内企業数）、プ

ロダクト分野では 60 社（地域イノベーション戦略支援プロジェクトによるベンチャー

企業数＋県内の新規事業化企業数：平成 27 年６月）、医工連携分野では 80 社（平成

26 年度：県試算）の約 150 社となる。これらをアクションプランの実行により、2020

年までに 250 社（医工連携分野 100 社、サービス分野 20 社、プロダクト分野 130 社）

へ増やすことを目指す。  

 

2. 県外企業との連携数 

県外企業との連携数については、平成 27 年（2015 年）時点で、医工連携分野では、

県内企業と商談が成立した県外企業３社、サービス分野では、COI プロジェクトに参

画する県外企業 27 社（平成 27 年９月末）、プロダクト分野では、ＰＧ関連商品を販売

する県外企業 17 社（平成 27 年３月末）の計 47 社となる。これらをアクションプラン

の実行により、平成 32 年（2020 年）までに 100 件（医工連携分野 20 社、サービス分

野 50 社、プロダクト分野 30 社）へ増やすことを目指す。  
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図表 59 主要 KPI の設定イメージ 

 

 
 

ライフ産業参入への意欲を持つ県内企業数 （社）

平成27
（2015）年度

平成32
（2020）年度

サービス 10 20

プロダクト 60 130

医工連携 80 100

合計 150 250
 

 
 

県外企業との連携数 （件）

サービス 27 50
プロダクト 17 30

医工連携 3 20

合計 47 100

平成27
（2015）年度

平成32
（2020）年度
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